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【開催日】 平成２７年２月２７日 

【開催場所】 第２委員会室 

【開会・散会時間】 午前１０時～午後４時２２分 

【出席委員】 
 

委 員 長 伊 藤   實 副委員長 中 村 博 行 

委 員 岩 本 信 子 委 員 河 野 朋 子 

委 員 下 瀬 俊 夫 委 員 杉 本 保 喜 

委 員 長谷川 知 司 委 員 松 尾 数 則 

委 員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 なし 

 

【委員外出席議員等】 
 

議  長 尾 山 信 義 副 議 長 三 浦 英 統 

 

【傍聴議員】  
 

議  員 山 田 伸 幸   

 

【執行部出席者】  
 

総務部長 中 村   聡 総務部次長兼総務課長 大 田 好 夫 

総務課主幹 幡 生 隆太郎 総務課法制係長 河 田 圭 司 

人事課長 城 戸 信 之 人事課主幹 大 谷 剛 士 

人事課人事係長 山 本 満 康 人事課給与係長 古 谷 雅 俊 

税務課長 岩 本 良 治 税務課主幹 古 谷 昌 章 

税務課主査兼収納係長 藤 上 尚 美 税務課主査兼市民税係長 銭 谷 憲 典 

税務課主査兼固定資産税係長 藤 本 義 忠 消防課長 中 野 公 次 

消防課主幹 西 原 敏 郎 消防課消防庶務係長 松 岡 賢 吾 

総合政策部長 堀 川 順 生 企画課長 芳 司 修 重 

企画課企画係長 杉 山 洋 子 企画課行革推進係長 別 府 隆 行 

財政課長 川 地   諭 財政課課長補佐 篠 原 正 裕 

財政課財政係長 山 本   玄 市民生活部長 川 上 賢 誠 

市民生活部次長兼環境課長 佐久間 昌 彦 環境課主幹 渡 邉 育 学 

環境施設整備室長 榎 坂 昌 歳 環境施設整備室技監 中 森 達 一 

健康福祉部長 河 合 久 雄 健康福祉部次長兼社会福祉課長 伊 藤 雅 裕 

高齢障害課長 兼 本 裕 子 高齢障害課主幹 川 上 公志郎 
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高齢障害課主査 坂 根 良太郎 高齢障害課主査 河 上 雄 治 

社会福祉課主幹 深 井   篤 こども福祉課長 川 﨑 浩 美 

こども福祉課主幹 河 口 修 司 国保年金課長 吉 岡 忠 司 

国 保 年 金 課 国 保 係 長 大 濵 史 久 健康増進課長 山 根 愛 子 

健康増進課課長補佐 河 野 靜 恵 健康増進課課長補佐 木 本 順 二 

健康増進課主査 石 井 尚 子 産業振興部長 小 野   信 

産業振興部次長兼商工労働課長 姫 井   昌 商 工 労 働 課 商 工 労 働 係 長 山 本 修 一 

企 業 立 地 推 進 室 長 井 本 雅 友 企業立地推進室主任 原 田 貴 順 

農林水産課長 阿 武 恒 美 農林水産課技監 河 田   誠 

建設部長 佐 村 良 文 建設部次長兼下水道課長 多 田 敏 明 

土木課長 森   一 哉 土木課技監 中 本 勝 裕 

土木課主査 井 上 岳 宏 土木課主査 泉 本 憲 之 

都市計画課長 髙 橋 敏 明 都市計画課課長補佐 渡 邉 俊 浩 

都市計画課主査 高 橋 雅 彦 建築住宅課長 清 力 祐 二 

建築住宅課建築係長 森 重 豊 浩 建築住宅課住宅管理係長 熊 野 貴 史 

建築住宅課主幹 平 中 孝 志 成長戦略室長 大 田   宏 

文化会館長 西 田   実 文化会館主査 舩 林 康 則 

山陽総合事務所長 吉 藤 康 彦 地域活性化室長 伊 藤   敦 

教育長  江 澤 正 思 教育部長 今 本 史 郎 

教育総務課長 尾 山 邦 彦 教育総務課主幹 石 田   隆 

学校教育課長 笹 村 正 三 学校教育課課長補佐 山 本 時 弘 

学校教育課主査 古 屋 憲太郎 学校教育課指導係長 長谷川 裕 司 

社会教育課長 和 西 禎 行 社会教育課社会教育係長 西 村 一 郎 

中央図書館長 山 本 安 彦 厚狭図書館長 山 根 裕 幸 

 

【事務局出席者】 
 

局 長 古 川 博 三 局 次 長 清 水   保 

 

【審査事項】 

１ 承認第１号 平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第６回）に

関する専決処分について 

 

２ 議案第１号 平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第７回）に

ついて 

 

午前１０時 開会 
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伊藤實委員長 それでは、ただいまから一般会計予算決算常任委員会を開きま

す。本日はまず、承認第１号平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予

算（第６回）に関する専決処分について審査を行います。まず、執行部

の説明を求めます。 

 

清力建築住宅課長 平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第６回）に

関する専決処分について、建築住宅課から説明します。今回の補正につ

いては、昨年の１２月１８日に行った市営住宅本山団地の給水ポンプ装

置の定期点検において、中央処理装置の電源回路にふぐあいが生じてお

り、このままでは給水ポンプ自体が稼動しなくなるおそれがあることが

判明しました。給水ポンプが稼動しなくなった場合は、工事期間中を含

め長期間にわたり給水ができない状態となり、本山団地約１００戸の市

民生活に重大な支障が生じることから、緊急の改修工事を行う経費につ

いて、早急な予算措置が必要となったものです。以上のことから、必要

となった経費の予算措置について、平成２７年１月２０日に専決処分し

ました。ついては、地方自治法第１７９条第 3 項の規定により、これを

報告し、承認を求めるものです。 

では、補正予算書の１ページ、歳入歳出予算総額に歳入歳出それぞれ

１,７００万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９１

億４,９１６万１,０００円としています。２ページ、第１表歳入歳出予

算補正の歳入として、１８款繰入金において、補正額を計上しています。

歳出としては、８款土木費において、補正額を計上しています。 

続いて、事項別明細書において、歳入の説明をします。５ページ、６

ページ、１８款１項１１目１節の財政調整基金繰入金１,７００万円につ

いては、当該補正の財源調整として増額計上しています。また、歳出の

８款６項１目住宅管理費１５節工事請負費１,７００万円については、こ

のたびの本山団地給水ポンプ改修に係る事業費を増額計上しています。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりましたので、それぞれ委員か

ら質疑はありますか。 

 

杉本保喜委員 電子装置における原因不明のふぐあいということですが、悪い

場所はある程度特定されていると思うんですけど、いかがでしょうか。 

 

清力建築住宅課長 モニターにエラー表示が出て、そのエラー表示というのが

回線の電源回路のふぐあいというメッセージで、基盤とモーターが悪い
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のかがはっきりしません。分解して工場に持ち帰って検査をしないとわ

からないという状態です。 

 

杉本保喜委員 その会社は同じようなものを納入していると思うんですけど、

よそで同じようなふぐあいがあったという話は聞いていますか。 

 

清力建築住宅課長 メーカーに問い合わせたところ、現地にも来ていただきま

したが、初めてのエラー表示ということでこれ以上どうなるかというこ

とがはっきりしないそうです。今までほかの現場でこういうエラーはな

かったという話を聞いています。 

 

杉本保喜委員 修理として、別のものをそのまま据えるという状態ですか。 

 

清力建築住宅課長 全部機械を更新するということで、６年ごとに機械も新し

く更新されるようなので、今までついていたものが平成１４年度に取り

つけたものですから、その部分についても新しい機器ということになり

ます。 

 

杉本保喜委員 ６年使った後に出たというふぐあいですけれど、会社として耐

用年数はどれくらい考えているんですか。 

 

清力建築住宅課長 ６年ではなく、平成１４年度ですから、もう１２年は過ぎ

ています。耐用年限は８年から１０年ということです。 

 

下瀬俊夫委員 専決をした経過。とりあえず、このふぐあいが発見されて以降

の経過だけでも日付を追って言ってください。 

 

清力建築住宅課長 昨年の１２月１８日に定期点検。その日即座に点検者から

報告があり、パネルとか部品を一つ一つ交換するのがいいのかという協

議を重ねてきました。それから、年明けに見積もりを徴収したところ、

パネル、基盤、モーター、どれを交換したらいいか、実際のエラーの原

因がはっきりしませんので、一つ一つにしても莫大なお金がかかるとい

うことで全て更新という形にしました。 

 

下瀬俊夫委員 いつごろそれを決定したのかという経過だけでも。問題は１２

月の議会とのかかわりでどうだったのか。１２月議会が１７日に最終本

会議があったので、その明くる日が定期点検、そこで発見された。少な



5 

 

くともこういう専決処分をするに至る過程の中で、例えば担当委員会に

報告ぐらいは必要じゃないかと思うんですが、していますか。 

 

川地財政課長 正確な日付は覚えていませんが、１月１３日ぐらいに建築と財

政とで協議して早急な対応が必要であるということで、その後すぐ市長

協議をして、予算書をつくりました。１月２０日で専決して同日付で議

長に報告させていただきました。また同日付で一般会計予算決算委員会

の委員長にも報告させていただきました。 

 

清力建築住宅課長 担当委員会においても、同日委員長に報告しています。 

 

中村博行副委員長 定期点検ですが、全部の市営住宅でされていると思うんで

すけど、その頻度といつごろされるかということを教えてください。 

 

清力建築住宅課長 毎年２月か３月にしていたんですけども、今年度は少し早

目に行いました。というのも、３年ぐらい前からふぐあいがある団地も

ありましたので。 

 

長谷川知司委員 こういうものはやはり前ぶれ的なものがあると思うんです。

今回専決という非常時でされていますが、今後においては財政サイドに

わかりやすいような資料をつけて当初予算なり補正でできるだけ対応し

ていただくようにしていただきたいと思います。 

 

清力建築住宅課長 わかりました。 

 

伊藤實委員長 今のことですが、これは法的にしないといけない、何年に１回

は義務づけになっているの。自主的に市がやっているということですか。 

 

清力建築住宅課長 自主的に毎年１回ということで。 

 

伊藤實委員長 例年２月でふぐあいがあると予算化するのに時間的に無理があ

ってこのような事態になるので、少し早めにするようにして予算化でき

るようなことも考えながらやってほしいと思います。 

 

堀川総合政策部長 委員長の言われるとおりで、今回こういう事例があり、定

期点検を早めにしてほしいということを担当課に言って、専決ではなく

定期の議会で対応できるような時期でということを申し添えておきます。
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それと今回のポンプについては、新年度予算で更新したいという形で原

課は考えていたようです。 

 

杉本保喜委員 今の説明で定期点検は年に１回と感じとられたんだけど、そう

ですか。 

 

清力建築住宅課長 １年に１回です。 

 

杉本保喜委員 今回の場合、不測の事態と受け取れるんですけど、不測の事態

の中で、１年点検で大丈夫かなと思うんです。１００世帯の人に影響を

及ぼすということであれば、もっと定期点検の間隔を短くするとか、緊

急の場合に予算どりができるかということも含めて、この定期点検のあ

り方を再検討する必要があるのではないかと思うんですけど、いかがで

すか。 

 

清力建築住宅課長 点検する場合にポンプをとめますので、断水になります。

１日断水になるので、市民生活にもかなり影響を及ぼすということで年

に１回にしています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ質疑を終わり、討論を行います。討論はあり

ますか（「なし」と呼ぶ者あり）。それでは、採決を行います。承認第１

号平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第６回）に関する専決

処分について、承認に賛成の方の挙手を求めます。 

 

（全員挙手） 

 

伊藤實委員長 全員賛成ですので、承認第１号は承認すべきものと決定しまし

た。それでは、職員入れかえのため５分ほど休憩で、２０分から再開し

ます。 

 

午前１０時１５分休憩 

 

午前１０時２０分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。議案第１号平成２６年度山陽

小野田市一般会計補正予算（第７回）について審査を行います。まず、

執行部から総括説明と歳入に関する説明を求めます。 
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篠原財政課課長補佐 平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算(第７回)に

ついて、まず財政課から総括的な説明します。今回の補正の主なものは、

国の補正予算における「地域住民生活等緊急支援のための交付金」に対

応した地方創生関連事業として、「総合戦略」策定事業やプレミアム付商

品券発行補助事業のほか、自立支援給付システム改修事業、寄附金、各

特別会計への繰出金、その他決算を見込んだ調整など、取り急ぎ措置す

べき案件の補正です。 

では、補正予算の１ページ、今回の補正は、歳入歳出それぞれ３５９

万１,０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９１

億４,５５７万円とするものです。また、繰越明許費の設定を行っていま

す。次に２ページ、３ページ、第１表歳入歳出予算補正の歳入として、

１款市税、９款地方特例交付金、１０款地方交付税、１２款分担金及び

負担金、１４款国庫支出金、１５款県支出金、１７款寄附金、２０款諸

収入、２１款市債において、補正額を計上しています。次に４ページ、

５ページ、歳出として２款総務費から１０款教育費まで、１２款公債費

において、補正額を計上しています。次に６ページ、第２表繰越明許費

として、総合戦略策定事業、以下１０事業について、金額を設定してい

ます。以上、総括的な内容について、説明しました。 

続いて、７ページからの事項別明細書において、歳入の一般財源のう

ち、歳入費目の順に、税務課から市税、財政課から地方特例交付金、地

方交付税と複数の事業に充当する特定財源について説明し、次に、企画

課から寄附金、税務課から諸収入の一般財源について説明します。その

他の歳入については、歳出の説明に併せて、担当課が説明します。 

 

岩本税務課長 １０、１１ページ、今回の市税関係の補正は、決算を見込み、

所要の補正を行うものです。１款市税１項市民税１目個人は、１節現年

課税分のうち個人所得割について１,５００万円の減額補正を行い、補正

後の予算額を２５億６,５７０万９,０００円とします。また、同目２節

滞納繰越分は、収納の実績を踏まえ、６００万円の増額補正を行い、補

正後の予算額を４,３９０万円とします。これにより、１目個人市民税は

差引き９００万円の減額補正となり、補正後の予算額は２７億１,４１２

万９,０００円となります。個人市民税の減額の背景については、当初の

見込みでは、県内の景気や雇用状況がゆるやかな回復傾向にありました

ので、個人所得にも良い影響を与えるものと判断し、前年度予算額の１％

程度の増収を見込んでいましたが、残念ながら実績はそこまで伸びず、

０.６％程度の増収にとどまりましたので、所要の減額補正を行うもので
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す。次に２目法人は、１節現年課税分のうち法人税割について１億５,

０００万円の増額補正を行い、予算額を９億８,６０２万１,０００円と

します。

これにより、２目法人市民税の補正後の予算額は、１１億５,６０５万

９,０００円となります。法人市民税の増額の要因は、市内の主要事業所

について、好調なところもあれば不調なところもありますが、一部の事

業所について、大きな増収となりましたので、実績を踏まえ増額補正を

行うものです。以上、１項市民税は、差引き合計１億４,１００万円の増

額補正を行い、補正後の予算額を３８億７,０１８万８,０００円とする

ものです。次に、２項固定資産税１目固定資産税は、２節滞納繰越分に

ついて、収納の実績を踏まえ、１,２００万円の増額補正を行い、予算額

を５,１６３万６,０００円とします。これにより、１目固定資産税の補

正後の予算額は、４８億５,１３９万８,０００円となります。以上、市

税の合計で１億５,３００万円の増額補正を行い、補正後の予算額を９９

億２,３２３万円とするものです。なお、お手元の資料に示していますが、

１月末現在の市税全体の収納率は、８９.５％となっています。これは前

年度の同時期に比べて０.４％の増となっています。現年あるいは滞納の

別では、現年分が９２.５％、滞納繰越分が２４.３％となっています。

引き続き公平であるべき税制度への信頼を維持するため、未納者への納

税の相談を行いながら、さらに滞納整理の着実な実施に努め、市税収納

の確保に努めていきたいと考えています。 

 

篠原財政課課長補佐 続いて、９款１項１目１節の地方特例交付金については、

平成２６年度分として交付される額の決定があったことから、４８８万

６,０００円を増額計上しています。次の１０款１項１目１節の地方交付

税については、このたびの第１８９回国会において、地方交付税法の一

部を改正する法律が可決、成立したことにより、普通交付税における調

整額として、追加の交付が見込めることから、９６８万９,０００円を増

額計上しています。１２ページ、１３ページ、１４款２項１目１節のが

んばる地域交付金については、特定財源ではありますが、複数の事業に

充当されることから、ここで一括して説明します。平成２６年１２月に

本市への当該交付金１億６,９２２万２,０００円の決定通知があったこ

とから、これまでの補正予算において計上した７,５８０万４,０００円

を除いた額の９,３４１万８,０００円を増額計上しています。本補正予

算において、塵芥収集車両更新事業、新ごみ処理施設整備事業、埴生漁

港改修事業、高千帆小学校屋内運動場屋根改修事業、埴生小学校耐力度

調査事業にそれぞれ決算を見込み、充当しています。 
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芳司企画課長 １６、１７ページ、１７款１項１目一般寄附金においては、ふ

るさと寄附金６０万円を増額し、補正後３６１万円とするものです。こ

れは、当初、ふるさと寄附金として３００万円を予算計上していました

が、今年度、既に８５件、２８５万３,０００円のサポート寄附があった

ことを受け、決算を見込んでの増額になります。 

 

岩本税務課長 １８、１９ページ、２０款諸収入１項延滞金、加算金及び過料

１目延滞金、加算金及び過料は、１節延滞金について、市税の滞納に係

る延滞金ですが、滞納整理の着実な実施に伴い増額となりましたので、

実績を踏まえ、８５０万円の増額補正を行います。これにより、１目延

滞金、加算金及び過料の補正後の予算額は、２,３５０万円となります。 

 

篠原財政課課長補佐 以上、歳入の一般財源等について説明しました。その他

の歳入については、歳出の説明時にあわせて各担当課から説明します。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりましたので、委員からの質疑

を受けたいと思いますが、税務課の関係からお願いします。 

 

下瀬俊夫委員 個人の所得割が減って、見込みと違ったということですが、結

局アベノミクスは個人には回ってこないという証明ですね。きちんと答

えて。 

 

岩本税務課長 アベノミクスの効果について本市だけの単位で判断することは

なかなかできないのではないかなと思っています。どうしても市税は１

年遅れで税収に反映してきますので、２７年度の動向もみる必要がある

と考えています。 

 

下瀬俊夫委員 収入がふえてないんだから、当然ですよ。うちだけじゃなく、

全国的にそうだというね。それはそれでいいんですが、滞納繰越分、こ

れは債権対策で何件、いくらというのがわかれば教えてください。 

 

岩本税務課長 債権対策室と税務課との取り扱い件数の質問でしょうか。それ

とも全体の滞納処理件数でしょうか。 

 

下瀬俊夫委員 例えば、全体でいいですが、市民税、固定資産税それぞれわけ

てわかれば教えてください。 
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岩本税務課長 ２６年度の数字が手元にありませんし、集計にも相当時間がか

かると思われますので、２５年度の状況で説明させていただけたらと思

いますが。 

 

下瀬俊夫委員 すぐ集計できないのであれば、新年度予算のときにあわせて報

告できますか。 

 

岩本税務課長 新年度のときにあわせて報告できるよう準備します。 

 

伊藤實委員長 ２５年度についてお願いします。 

 

岩本税務課長 ２５年度、件数で申しますと税目は４つありますけども、全体

で２万８,０００件程度、人数としては４,０００人程度の滞納の結果と

なっています。過年度分が２万２,１００件、現年度分が５,９００件と

いう状況です。金額は決算書滞納繰越分そのままです。個人市民税の普

通徴収分については、１万２,０００件、特別徴収分が２７０件、固定資

産税が約１万２,４００件、軽自動車税が３,０００件程度、法人市民税

が７０件程度です。 

 

下瀬俊夫委員 債権対策の関係で、どの程度実績があるのか聞いたんですけど、

全部そうですか。 

 

岩本税務課長 債権対策ということで、納期限から２０日過ぎて滞納整理が始

まるわけですけど、対象者の全てです。 

 

伊藤實委員長 今のことについては、次回予算委員会の際に資料として出して

ください。 

 

岩本信子委員 法人税がかなり大きく、１億５,０００万円とあるんですけど、

全体的なものじゃなく、一部の事業所の増収と言われましたよね。全体

的な山陽小野田市の企業の動向はどのように捉えられているのかお聞き

します。 

 

岩本税務課長 全体としては、数社をのぞいて大きな変動はなく、プラマイゼ

ロくらいですけども、今回３社、非常に大きな増収として２６年度でみ

れば上がってきました。ただ、これは２７年度分を先食いする制度とな
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っていますので、そのまま受け取るわけにはいかないわけですけども、

制度上の特徴もありますので、そのまま企業の営業成績が反映されてい

るかというと、そうとも言い切れないところがあります。ただ３社につ

いては、非常に優れた技術を持っているということで非常に大きな収益

を上げていることは確かだと思っています。 

 

吉永美子委員 諸収入の中で市税滞納延滞金８５０万円とかなり大きくふえて

いますが、滞納している方にどのようにお話をされ、理解していただい

て、いわゆる市の努力はどのようにされたのかお聞きします。 

 

岩本税務課長 滞納される理由はさまざまです。単純に失念していたというこ

とも多々ありますけども、そうではなくて生活が厳しくて払えない、あ

るいはローンを組まれている方が多くて借金のほうにどうしても資金が

回ってしまって税のほうまで回らないといった状況もあります。滞納件

数が多いので全てというわけにはいきませんけども、その中でもピック

アップしながら、重点的にそういった方を対象に相談に応じながら、な

かなか一度には払えない方が多数いますので、そういった場合は分納で

少しずつでも納めていただくという方向に導きながら相談を受けている

ところです。延滞金については、本税が完納になった時点で精算となり

ますので、そういう積み重ねの中でうまく解決できた場合は延滞金が単

年度に一度に出てきて、それをまた同時に納めていただくということに

なります。 

 

吉永美子委員 払っていなかったら市役所は敷居が高い状況にあって、相談し

てくださいねという投げかけをしてほしいという思いで税務課にお願い

したことがあって、寄り添う形で今後も分納等を通して市税は払うべき

ものということの一人一人に対応していただくようよろしくお願いしま

す。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ次に財政課の関係でありますか。よろしいで

すか。なければ企画課の関係、ふるさと寄附金。 

 

下瀬俊夫委員長 トップが先日発表されましたよね、平戸だったかな。例えば

宇部が宝くじをあげたということで評判になったとか、下関がふぐをあ

げたということで評判が出て、実績がかなり上がったというのがあるん

ですが、今回うちも実績は少しは上がったというのがあるんだけど、考

え方そのものがどうなんだろうかと、３００万円程度でね。全国的にか
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なり競ってきているという面もあるんだけど、もっと知恵の使いどころ

があるのではないかと思うんですが、こういう３００万円程度でよかれ

と考えておられるのかどうか。 

 

芳司企画課長 ３００万円でよかれとは思っていません。ふるさと納税ですの

で、一人でも多くの方に山陽小野田市を愛していただいて、協力をして

いただければと思っています。ただ本市とすれば返礼という形での特典

を予算化するという考え方はありません。ただ、このふるさと寄附金制

度を活用する中で山陽小野田市の名産品であるとか特産品、こういった

ものの販路拡大にこれをつなげていくということは当然考えていく必要

があると考えています。今年度についても、関係部局、関係団体とも連

携をとりたいということで協議をしているところですけれど、今年度は

ちょっと形になっていません。これについては、また来年度引き続き、

しっかり形になるように進めていきたいと考えています。 

 

下瀬俊夫委員 当初でやってくれという注文がつきましたので、ただ先ほど言

った平戸が２０億円くらいの収入があったわけでしょ。実は身内が平戸

にいるのでよくわかるんですが、ほんとに小さなまちです。ここでこれ

だけの収入を得られるという、やっぱり知恵の使いどころというのが必

要じゃないかと思います。新年度でやります。 

 

伊藤實委員長 ふるさと納税については、新年度でしっかりとしましょう。そ

れでは、企画課よろしいですか。ここで職員の入れかえなので５０分ま

で５分休憩します。 

 

午前１０時４５分休憩 

 

 

午前１０時５３再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。総務部、総合政策部、成長戦

略室関係の審査を行います。まず、執行部の説明を求めます。 

 

城戸人事課長 それでは、人件費の補正について説明します。２款総務費１項

総務管理費１目一般管理費３節職員手当等１億１,１９１万６,０００円

の増額は、早期退職、普通退職及び死亡退職によるもので、対象職員は

７名です。次に、特定財源について説明します。１８ページ、１９ペー
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ジをお開きください。特定財源として、２０款諸収入４項雑入２目雑入

２節総務費雑入、退職手当他会計負担金、８３９万８,０００円を充てて

います。 

 

伊藤地域活性化室長 ２２、２３ページ、２款総務費１項総務管理費１目一般

管理費１１節需用費で、光熱水費を２６９万３,０００円減額しています。

山陽総合事務所については、厚狭地区複合施設の整備に伴い、昨年３月

から仮設事務所で業務を行っています。この仮設事務所の維持管理費の

うち、電気料について決算を見込み補正するものです。次に、１３節委

託料で、警備委託料を２００万４,０００円減額しています。これは、仮

設事務所における土日祝日等の閉庁日及び夜間の警備員による人的警備

について、決算を見込み補正するものです。 

 

大田総務部次長 同目１３節委託料のうち耐震診断委託料について説明します。

市役所本庁舎は、本年１２月末までに所管行政庁へ耐震診断結果の報告

が義務付けられていますので、本年度において本館及び別棟の耐震診断

を実施したところ落札減により不用額が生じたため、５８９万１,０００

円の減額をするものです。それに伴い、歳入の１２、１３ページ、１４

款国庫支出金２項国庫補助金１目総務費国庫補助金１節総務管理費国庫

補助金のうち社会資本整備総合交付金の額が確定しましたので、４２万

２,０００円を減額するものです。 

 

篠原財政課課長補佐 次に、８目財産管理費２５節積立金の財政調整基金積立

金２,７５７万４,０００円については、このたびの補正予算の財源調整

として財政調整基金に積み立てるものです。この積立により、補正後の

予算上の財政調整基金残高は２８億３,６１７万２,０００円となります。 

 

芳司企画課長 ２２、２３ページ、８目財産管理費２５節のふるさと支援基金

積立金６０万円は、先ほど歳入のところで説明しましたふるさと納税に

よる寄附金を財源とした基金積立金で、決算を見込んでの増額になりま

す。９目企画費１３節の計画策定委託料は、地方創生関連予算になりま

す。昨年１１月施行のまち・ひと・しごと創生法に基づき、国において

は昨年１２月に、２０６０年に向けた「まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン」並びに２０１９年度までの５ヵ年の政策目標・施策を示した「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、これを受けて各地方公共

団体は平成２７年度中に地方人口ビジョン並びに地方版総合戦略を策定

し、実行するように努めることとなりました。本市においても、国や県



14 

 

の総合戦略を勘案しつつ、産業や人口等の現状や将来の動向等を分析し、

地域課題を踏まえて、平成２７年度から３１年度までの５ヵ年を対象期

間とする「山陽小野田市総合戦略」を策定し、人口減少の克服と地方創

生を図る事業に取り組んでいくこととしていますが、これに当たって、

必要な調査や策定支援を民間コンサルに委託するための経費として、計

画策定委託料として１,０００万円を計上するものです。調査内容として

は、人口の現状分析として動向分析や将来推計、人口変化が地域に与え

る影響の分析、さらに人口の将来展望に必要な調査分析などを予定して

います。なお、これらの取組については、国の財政的支援がなされると

いうことで、この財源としても、国庫支出金を充当することとしていま

す。歳入、１２、１３ページ、１４款２項１目１節総務管理費国庫補助

金の地域住民生活等緊急支援のための交付金のうち、１,０００万円がこ

の計画策定委託料に対する特定財源となります。また、本事業について

は、事業者選定から始まり、実際の計画策定が来年度になることから、

事業費の全額である１,０００万円を繰越明許費として平成２７年度に

繰り越すこととしています。 

 

西田文化会館長 文化会館関係について説明します。２４目文化振興費１２節

役務費７９万円の減は、主催文化事業の広告料の減額です。内訳は子ど

も文化ふれあい事業として７月に実施した「能と狂言の世界」を日本芸

術文化振興会の助成事業として助成金７９万円を申請していましたが、

不採択となりましたので、その助成金の一部を充当していた広告費４９

万円を減額しています。広告料の残りの３０万円は財団等が実施をする

３事業「宝くじまちの音楽会」「地域住民のためのコンサート」「ＮＨＫ

公開番組」の実施を申請していましたが、事業不採択となったためにそ

の３つの事業の広告料３０万円を減額しています。１３節委託料６０万

円の減は、先ほど説明した子ども文化ふれあい事業「能と狂言の世界」

の助成金が不採択になりましたので、その助成金の一部を充当していた

公演業務委託料の３０万円の減額と事業が不採択になった財団等の３つ

の事業の公演業務委託料の３０万円の減額の合計です。次に歳入、１８、

１９ページ、２０款諸収入４項雑入２目雑入２節総務費雑入の７９万円

の減額は先ほど説明した子ども文化ふれあい事業として７月に実施した

「能と狂言の世界」の日本芸術文化振興会助成金です。  

 

城戸人事課長 ２款総務費４項選挙費１目選挙管理委員会費について説明しま

す。２節給料３５万９,０００円、３節職員手当等１１万４,０００円、

４節共済費８万５,０００円をそれぞれ増額するもので、これは人事異動
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によるものです。 

 

中野消防課長 ９款消防費の歳出予算を１,６７８万８,０００円増額するもの

です。これは、１項１目の常備消防費を１,０１５万２,０００円増額し、

１項２目の非常備消防費を６６３万６,０００円増額するものです。９款

１項１目常備消防費１９節負担金、補助及び交付金の宇部・山陽小野田

消防組合費分担金を１,０１５万２,０００円増額するものです。これは、

消防組合の平成２６年度の決算を見込んだ増額で、主な理由は早期退職

者が３名発生したためです。次に、９款１項２目非常備消防費８節報償

費、報償金を７７８万２,０００円増額するものです。これは消防団員の

退職者の増加によるものです。次に１３節委託料の設計委託料を１１４

万６,０００円減額するものです。これは、厚狭分団車庫の設計を委託で

と予算計上していましたが、市建築住宅課にて設計を行ったため不用と

なったものです。これにより、補正後の消防総予算は１０億３,８６２万

６,０００円となります。次に歳入、２０ページ、２０款４項２目９節消

防費雑入を７７８万２,０００円増額するもので、これは、消防団員等退

職報償金７７８万２,０００円の増額で、消防団員等公務災害補償等共済

基金から入ってくるものです。 

 

城戸人事課長 １０款教育費１項教育総務費２目事務局費３節職員手当等

２,４３９万８,０００円の増額は、早期退職によるもので、対象職員は

１名です。 

 

篠原財政課課長補佐 ４６ページ、４７ページ、１２款１項２目の利子につい

ては、地方債利子について決算を見込み減額しています。 

 

伊藤實委員長 それでは、説明が終わりましたので、質疑に入りますが、歳出

の２２、２３ページにかかわる部分の２款１項１目から２款４項１目ま

での人事課までで質疑のある方。２２、２３ページ。１目、８目、９目、

２４目、それと選挙の分まで入ります。 

 

岩本信子委員 退職手当で７名ということでしたが、早期が何人ぐらいですか。

なぜ当初予算には組まれなかったのか。 

 

城戸人事課長 まず人数ですが、早期退職については１１月末までを期限とし

て募集をしていますので、１２月補正で盛り込めなかった方が含まれて

います。人数は３名です。普通退職の方については自己都合による退職
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ですので、今年、年が明けて申し出があった方とか、そういった方がい

ます。当初予算については、定年退職者を見込んでいますので、それ以

外の方は補正で対応ということになります。 

 

長谷川知司委員 公園業務委託で「能と狂言」が不採択とあったんですが、普

通は採択が決まってから計画されるのかなと思うんです。この時期的な

考え方を教えてください。 

 

舩林文化会館主査 「能と狂言」については、助成金が採択されてもされなく

ても事業は実施するということで進めていました。そして申請を２５年

１０月に行い、事業が採択されないと決まったのが今年度に入ってとい

うことです。採択されて７９万円が入りましたら、広告、それから事業

もちょっと膨らませてしたかったんですけれども、それができなかった

ということです。 

 

吉永美子委員 子ども文化ふれあい事業で、来年度もされるということなので、

その点は安心しているんですが、この不採択になった理由についてわか

りますか。 

 

舩林文化会館主査 わかりかねます。 

 

下瀬俊夫委員 企画課の総合戦略で、調査をするということですね。これまで

の議論でも少し気になっていたんですが、定住促進、あくまで人口動態

の調査だろうと思うんです。これまではどっちかといったら、減るのは

やむなしという感じがもの凄くしたわけです。分析をしてこれだけ減り

ますよ、みたいな。減ることをいくら説明しても、どうにもならないわ

けだけど、どうやってふやすかという、そういう意識的な計画なり方向

性なりがあまりなかったんじゃないかなと思うんだけど、これはそうい

う方向に生かされるんですか。 

 

芳司企画課長 そういうことです。人口減少については、これまでも指摘され

ているところですし、総合計画の中期の中間年度の見直しの中でも定住

促進という項を新たに設けたという経緯がありますが、現在の山陽小野

田市約６５,０００人の市民がおられます。国の将来推計でいえば、確か

２０４０年くらいに５万人を少し上回るぐらいの数に推移していくとい

う推計が出ています。この減少の傾向というかそういったものの分析も

今回きちんとした形でしていきたいと思っているんですが、何もしなけ
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ればそういう推移をたどるということに対して、市民の数というのはや

はり力になりますので、なんとか一定の数を保っていくんだということ

で、本市としても今回の地方創生の流れの中で人口減少の克服というか、

対策、それと住みよさ実感を見越した中で、例えば将来推計、将来の目

標をどこにもっていくのか、その数にするためにはどういう施策が必要

なのかというあたりを今回の総合戦略の中でしっかり市民の参画を得る

中で検討して、決めていきたいと考えています。 

 

下瀬俊夫委員 市民の参画とは何ですか。市民が参画してそこら辺のことが分

析できますか。 

 

芳司企画課長 ちょっと言葉が足りませんでした。まず、来年度策定を予定し

ていますのが、人口ビジョン、それとそれに向けた総合戦略というこの

２つを策定する予定にしています。人口ビジョンについては今回の策定

委託等として、ある程度のビジョンを求めていきたいと思っているんで

すけれど、この総合戦略をつくるに当たり、庁内だけではなく、いわゆ

る産官学金労言、各層の御意見を反映させる。それと例えば子育て支援

ということでいえば、その対象となる方たちの意見も反映させていきた

いということでそういった市民の方の参画というか、御意見をいただく

中でそれを反映するような形で総合戦略を策定していきたいという意味

です。 

 

杉本保喜委員 この完成は大体どのあたりにおいているんでしょうか。 

 

芳司企画課長 総合戦略自体の最終的な策定については、２７年度末というこ

とで予定をしていますが、国が策定を済ませて、県が今年の秋口くらい

という予定であろうと考えています。市の総合戦略をつくるに当たり、

国あるいは県の総合戦略を勘案した上でということになりますので、ど

うしてもそのあとを追うということになるのかなと思いますけど、ただ

いつまでもそれを待っていたのでは、市としても進みませんので、当面

まず素案の策定については、夏から秋に向けてある程度固めていきたい

とは考えています。 

 

河野朋子委員 この人口ビジョンとかこの動態調査は総務委員会でも指摘をし

たんですけど、市が中心となって率先してやっておくべきことだったん

ですけども、ようやくこうやって国からの指示が出て、動き出したとい

うことで、動き出すことに対してはいいと思うんですけれども、ここで
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コンサルタントというか業者委託ですよね。本市の人口流出というか、

何で出ていくのか、何で入ってきたのかとかいう、そういった実態をち

ゃんと把握しないと、どこの市に持っていってもいいような総合戦略、

そういったことがよく批判されますけど、今回のこの策定についてもち

ょっとそういう危惧があって、やはり本市の実状をきちんと分析して今

後の見通しとか目標を立てていくということがないと全国的にどこがつ

くっても同じようなものができてもしょうがないと思うんですよね。そ

ういった意味で、この策定委託料と上がっていますけど、業者に委託す

るのではなくて、市役所の中の職員が中心となって、そういった分析に

も加わっていくという考え方はどうでしょうか。 

 

堀川総合政策部長 昨年、総務文教で人口定住の中で人口動態の分析について、

非常に手厳しい指摘をいただきました。今回、１０分の１０の補助金で

事業が実際にできるという中で、私どもは単なる分析であればできます

が、いろんなノウハウを業者はもっていますし、また、議員の方にいろ

いろ言われた指摘、そういうものも含めて実のある人口動態の調査をや

っていきたい。次の成長戦略に生かせるような人口動態の調査をやって

いきたいと思っています。そういう中で人口動態の内容を踏まえて、い

ろんな各層の方々の意見を聞きながら、実のある総合戦略、これをつく

っていきたいと思っています。 

 

杉本保喜委員 今の説明だとこの総合戦略、計画策定を委託する以上はいわゆ

る市の動き、それをどのようにコンサルに提供しながら、決めていくか

という構築をやっていく必要があると思うんですよね。そのあたりのシ

ナリオはこれからつくっていくんだろうと思うんですけど、まずコンサ

ルに最初にやってもらわないといけないことは、今言われたように人口

動態をしっかり把握する必要がある。そこをコンサルにやってもらいな

がら、こちらが１０年の総合計画、次の計画のステップの段階に入りな

がら、その辺を見ていかなければいけないと思うんですけど、そのあた

りのいわゆるビジョン、構築の構想、そういうものは持っているんです

か。 

 

芳司企画課長 人口ビジョンであるとか総合戦略、これは地方版になりますけ

ど、ある程度こういう形でというものはあります。ただ本当にそれだけ

でいいのかというのがありますので、その辺については庁内の協議等を

経てしっかり固めていきたいと思っています。今回の委託の件ですが、

いわゆるこういった戦略であるとかビジョンの策定を民間に丸投げをす
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るということでなくて、あくまで私どもが主体となってやっていくとい

うスタンスです。ただいろんな調査であるとか、分析であるとか、デー

タの集計であるとか、こういったもののいわゆる支援、調査委託とかそ

ういうものになりますので、あくまでそういった必要なコンテンツを民

間の業者にある程度してもらいながら、それを踏まえて、私どもで主体

となって策定していくという流れになろうかと思っています。 

 

長谷川知司委員 企画のスタッフだけで大丈夫ですか。あるいは来年度の増員

計画はどう考えていますか。 

 

中村総務部長 人員の配置については、業務内容を勘案して適切に配置に努め

たいと思います。企画のスタッフで大丈夫かという心配は必要ないと思

います。 

 

長谷川知司委員 ちょっと言葉足らずで、今の企画の人数でということですね。 

 

堀川総合政策部長 頑張ってやる覚悟です。 

 

伊藤實委員長 よろしいですか。それでは、次４２、４３の消防課の関係。 

 

下瀬俊夫委員 どこまで質問ができるかよくわからないけど、先般フェイスブ

ックにもアップされましたが、今救急医療体制が崩壊の危機にあるみた

いな。これは市、消防、病院関係、連名で出されています。先般の宇部

日報にも、これは宇部市役所の関係者の記者会見という格好で記事が載

りました。軽傷者が救急車を使うから救急体制が崩壊の危機にあるんだ

と。これを読んで大変違和感を持ったんです。軽傷者が救急車を利用す

るから崩壊の危機にあると、こういう認識ですか。 

 

中野消防課長 どこまで答えていいかわからないんですけど、二次救急輪番病

院の指定を受けているときに、多くの患者が運ばれるというのはどこの

病院も認識されているわけです。その中で二次病院に指定されていない

ときにどんどん患者がくる。そういう救急の医療体制、これを病院と健

康福祉部あるいは消防でどのように効率的に輪番病院制度を活用してい

くかということについて協議し、その中でいわゆるウオークイン、ある

いはコンビニ救急、こういうものをなくしていこうではないかというこ

とを、一消防署長として聞いています。 
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下瀬俊夫委員 軽傷者が救急車を使うから医療体制が崩壊するという言われ方

ですよね。これが正しいかどうか、結局救急車を使うなということにつ

ながっていくわけですよね。当番医が搬送拒否をするから特定の救急医

療機関に集中するという、こういう現実があるのではないかと。だから

といって救急車を使うなみたいな打ち出し方がいいんだろうかというの

は大変疑問です。軽傷者が運ばれるから、この二次医療の体制が崩壊す

るという認識ですか。 

 

中村総務部長 これについては、きょう出ている参与の中には責任をもってお

答えできる者がいませんので、健康増進課になろうかと思いますが、そ

の時に議論していただきたいと思いますが。 

 

伊藤實委員長 今の件については後ほど、担当課に質疑をお願いします。 

 

岩本信子委員 消防団員のことについてお伺いします。このたび退職者という

ことで、ふえたということですが、消防団員は不足しているということ

はずっと聞いていますが、入団の状況はどうでしょうか。 

 

中野消防課長 山陽小野田市消防団については定数が４８５名となっていまし

て現在は４２３名です。この４２３名、４２０前後というのはここ四、

五年ずっと続いています。これ以上は減らさない、あるいは増加させる

ために努力はしているのですが、何ともここは中々進まないところです。

今回３月３１日付けで、１５名の方が退団されますが、同人数程度は４

月１日で入団するという予定となっていますので、これ以上の減員はな

いと考えています。 

 

杉本保喜委員 団員の募集の年齢ですが、山陽小野田市は上限がありますよね。 

 

中野消防課長 規程上は４０歳です。ただし、身体が強くて、消防団長が認め

た場合にはこれを上回った年でも入団は認めています。 

 

杉本保喜委員 よその市町を見ると、団員募集には上限がないところが多い。

そのために自分は強健だから入れるんじゃないかという相談を持ち込み

やすい形になっているんじゃないかと思うんですけど、そのあたりいか

がでしょうか。 

 

中野消防課長 今までの考え方は火事場で活動できる団員という形で考えてい
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ましたが、今後自然災害等、大規模災害がありますので、そのあたりは

検討していきたいと考えています。 

 

杉本保喜委員 ぜひ検討していただきたいと思います。それから出初式を見せ

ていただいたんですけれど、女性団員が非常に頑張っていましたが、彼

女たちの服装を見ると靴がスニーカーです。靴の貸与は、団員に対して

はどのようになっているのか教えてください。 

 

中野消防課長 防火着等については、各分団に貸与しています。現在、女性消

防団員の目的が火災予防の広報あるいは普通救命講習の活動ということ

で、その貸与はしていませんが、今から火災活動に従事する場合には貸

与しなくてはならないと考えています。 

 

杉本保喜委員 これは市全体として、バックアップしておく必要があると思う

んです。女性団員も加わる以上は、ああいう出初式でデモンストレーシ

ョンをやるということは、彼女たちも心意気としては現場でも頑張るぞ

という思いがあると思うんです。現に東京の品川とか、おばさん消防隊

というようなことで、現実にホースを引っ張り出して、消火活動の訓練

までやっているところがあるわけです。服装はその人の士気を高めるこ

とに繋がりますから、ぜひ市全体としてバックアップをお願いしたいと

思います。 

 

中野消防課長 今回は、女性消防団員から重たい靴では動きにくいから、運動

靴にさせてもらえないかという希望がありましたので、ああいう形にな

ったということを御了承ください。 

 

伊藤實委員長 それでは続いて４６、４７の財政課関係。よろしいですか。は

い、それでは質疑を終わります。それでは職員入れかえで４０分から教

育委員会関係を行います。 

 

午前１１時３５分休憩 

 

 

午前１１時４０分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。教育委員会関係の審査を行い

ます。まず、執行部の説明を求めます。 
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尾山教育総務課長 １０款教育費を今回の補正において２６３万２,０００円

減額し、補正後の予算額を１５億８,３４２万９,０００円とするもので

す。４２、４３ページ、１０款２項３目１３節の設計調査委託料９９７

万円の減額は、昨年の１２月に埴生小学校の校舎の耐力度調査が完了し

たことに伴い、不用額５９４万円を減額するとともに、同じく１２月に

小学校の屋内運動場等の非構造部材の耐震化に向けた実施設計が完了し

たことに伴い、不用額４０３万円を減額するものです。４４、４５ペー

ジ、３項３目１３節の設計調査委託料１,４０６万２,０００円の減額は、

小学校と同じく、昨年の１２月に中学校の屋内運動場等の非構造部材の

耐震化に向けた実施設計が完了したことに伴い、不用額を減額するもの

です。続いて、特定財源、１２、１３ページ、１４款２項１目１節のが

んばる地域交付金ですが、埴生小学校の校舎の耐力度調査委託料の全額

にこの交付金を充当しています。今回、歳出において耐力度調査委託料

の予算を５９４万円減額することに伴い、交付金も同じ額を減額する一

方、新たに、そのうちの４１８万７,０００円を夏休みに行った高千帆小

学校屋内運動場の床改修工事に充当し、差し引き、４２ページの特定財

源の欄に記載していますとおり、国庫支出金を１７５万３,０００円減額

しています。次に、２０、２１ページ、２１款１項５目１節の小学校施

設耐震化事業債３３０万円の減額は、小学校の屋内運動場等の非構造部

材の耐震化に向けた実施設計委託料の予算の減額に伴うものであり、小

学校屋内運動場改修事業債４６０万円の減額は、高千帆小学校屋内運動

場の床改修工事に国のがんばる地域交付金を４１８万７,０００円充当

することに伴う減額です。２節の中学校施設耐震化事業債１,０４０万円

の減額は、中学校の屋内運動場等の非構造部材の耐震化に向けた実施設

計委託料の予算の減額に伴うものです。 

 

笹村学校教育課長 ４２、４３ページ、１０款教育費２項小学校費２目教育振

興費１１節需要費９７万円の減額は、現在小学校の３、４年生が使用し

ている社会科副読本｢わたしたちの山陽小野田｣を今年度、改訂しました。

副読本は向こう３年間分を一括で購入する予定であり、入札を行った結

果、不用額が生じたため、その額を減額するものです。１８節備品購入

費２万円は、市民の方から指定寄附があり、学校を良くするために使用

してほしいとの要望を受けて、小学校の図書購入費を増額するものです。

４４、４５ページ、１０款教育費４項幼稚園費１目幼稚園費２０節扶助

費１５０万円の増額は幼稚園就園奨励費に係るものであり、年度末まで

の支給対象者を見込んで、不足分を増額するものです。参考資料にある
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とおり、当初予算では、対象者を５５０人と見込んでいました。１２月

議会において、制度改正により、第２子以降に係る所得制限が緩和され

たこと等により、年度末までの対象者の見込みを５６１人とし、２００

万円増額補正したところです。しかし、幼稚園は３歳になった日から入

園することができ、１２月の補正時点では過去の平均入園者数から年度

末までの入園予定者を見込んで補正したところですが、実際にはさらに

１０名増えて対象者が５７１人になる見込みとなりました。よって、そ

の不足分１５０万円を補正するものです。歳入で、１４、１５ページ、

１４款国庫支出金２項国庫補助金５目教育費国庫補助金３節幼稚園費国

庫補助金の幼稚園就園奨励費３２万５,０００円の増額は、歳出において

幼稚園就園奨励費を増額することに伴い、その財源である国庫補助金が

連動して増額するものです。なお、補助率は２１.７％で見込んでいます。

１６、１７ページ、１７款寄附金１項寄附金２目教育費寄附金１節教育

費寄附金３２万円のうち２万円は、歳出で説明した市民からの指定寄附

になります。 

 

和西社会教育課長 ４４、４５ページの１０款５項３目図書館費を３５４万

８,０００円減額し、補正後の額を１億１,４２５万７,０００円とするも

のです。１２節の手数料１１０万１,０００円の減額と１４節システム利

用料２７４万７,０００円の減額、１８節図書購入費を３０万円増額して

います。１２節手数料の減額については、市立図書館の図書システムの

更新業務において、現行システムの業者からの見積もりをもとに予算化

していましたが、違う業者が受注した結果、費用が当初の想定よりも安

価になりましたので、減額補正するものです。１４節システム利用料に

ついては、新システム導入に際し、現行以上に情報セキュリティの面の

強化、市民の利便性、職員の使いやすさといった観点から、仕様書、評

価基準について情報管理室を交え、慎重に検討を行い、プロポーザル方

式による業者決定を行ったため、当初１０月から稼動を予定していまし

たが、結果、３月からの稼動となったため減額補正するものです。１８

節の図書購入費３０万円の増額は、西中国信用金庫様からの寄附金２０

万円を原資に、その御意向に沿って、中央図書館と厚狭図書館に図書を

１０万円ずつ購入するとともに、市民からの寄附金１０万円を原資に、

その御意向に沿って、厚狭図書館に図書を１０万円購入するものです。

これについては、１６、１７ページの１７款寄附金１項２目１節の教育

費寄附金３２万円のうち、３０万円を計上しています。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。質疑はありますか。 
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下瀬俊夫委員 今ごろこんなことを言って大変申しわけないですが、埴生小校

舎の耐力度調査の件です。たしか埴生小は耐震化をしていなかったです

よね。それで耐力度調査をやったということですよね。 

 

尾山教育総務課長 耐力度調査を行った校舎については、耐震化はしていませ

んでした。 

 

下瀬俊夫委員 耐震化をやらなかったということで耐力度をやったわけよね。

話としては逆でしょ。 

 

尾山教育総務課長 当初は耐震補強をする予定にしていましたが、住民等の声

もあり、意見交換会において耐力度調査という方向性が決まり、今年の

６月補正で予算を組み替えて実施したところです。 

 

下瀬俊夫委員 住民説明会で出たからという話ですが、結局、耐力度がないと

いう結論が出たわけですよね。たしか耐力度調査のときの最初の説明の

ときに、現地建てかえもあり得ると、耐力度がなかった場合ね。現状は

統合化の問題が出てきていますよね。どうもそこに話を持っていくため

の段取りかなと思ったわけですね。そうすると、なんで埴生中は耐力度

の調査をしないんだろうかと思っているんですが、耐震化をやったから

耐力度は必要ないんですか。 

 

尾山教育総務課長 耐震化をするに当たり、どのような方法をとるかというこ

とで我々は考えています。埴生中学校については既に補強をしており、

耐震化は完了しています。埴生小については当初補強で耐震化を図ろう

としましたけれども、その後の校舎の使用期間をどう考えていくかとい

うところもあって、補強をせずに、一度耐力がどのくらいあるのかを確

認してから、どのように耐震化するのかを検討しましょうという方針に

切りかえて、耐力度調査をして、結果耐力が、わかりやすい言葉で言う

とないということから、建てかえるという方針を地元と話し合う中で、

そういった方向で進めましょうというところで現在きています。 

 

下瀬俊夫委員 私が言っているのは、埴生小だけ耐震化の前に耐力度をやりま

しょうとなったわけですよね。ほかのところはそういうのはなかったん

ですよ。もともと耐震化をおくらせて耐力度をやって耐力がないよとい

う結論に持っていきたかったのかなと思ったんですが、そういうことは
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ないですよね。 

 

尾山教育総務課長 そういうことはありません。あくまでも当初予算に耐震補

強の費用を載せたわけですから、そういう意図で進めてきたわけではあ

りません。早く耐震化を本市では完了しなければならない。子供の命を

考えればですね。そういう基本的なスタンスで進めてきたわけです。 

 

江澤教育長 繰り返しになりますが、そういう意図はありません。当初予算に

耐震改修工事の実施設計を議会に上げて、それを可決していただいてい

ますので、大変重いことです。違うことをしようというような何かがあ

ってということはありません。 

 

下瀬俊夫委員 図書館のシステムの改修の件。以前たしか若干の議論があった

と思うんですが、中央図書館に関して宇部の利用者との共通の利用券が

発行できないという話があり、このシステムの件で改善の余地があると

いう話があったと思います。今回のシステムの改修によって、それが改

善できたのかどうなのか。 

 

和西社会教育課長 以前議員とお話したときにシステムを理由にお話したこと

があったんですが、それは私の勘違いで、システムに関しては何ら問題

なく宇部の方でも借りられます。宇部市民に対して借りられるようにと

いうことですが、これについてはことしの７月１日から宇部の方も借り

られるようにということで、今準備を進めており、具体的には３月の教

育委員会会議での規則改正により、そのような対応をしていきたいと考

えています。 

 

下瀬俊夫委員 借りられる、借りられないということで言えば当然借りられる

わけですよね。問題はそうではなくて、共通の利用券の問題です。共通

の図書カードによる利用ができるかどうかの問題だと思うんです。山陽

小野田市の図書カードによって、山陽小野田市の市民であれば宇部の図

書館でも利用できるという仕組みがあったわけですね。それをこれまで

は中央図書館はやっていなかったんですが、厚狭図書館はできたんです。

それは確認できますか。 

 

和西社会教育課長 広域の貸し出しはカードの共通化ということではなく、来

られた方にその市のカードを発行するというのが広域化ですので、議員

が言われる共通のカードをつくるということについては、取り組む予定
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はありません。 

 

下瀬俊夫委員 宇部の市民には図書カードを発行しなかったということですか。 

 

和西社会教育課長 中央図書館については、宇部の方に今まで発行していなか

ったということです。 

 

下瀬俊夫委員 厚南地区からいっぱい押し寄せるから、小野田の市民が借りら

れないじゃないかと、こういう理由だったんですよね。これがなくなる

んですか。 

 

和西社会教育課長 ことしの７月１日から宇部の方にも貸し出しが可能なよう

に規則を改正する予定にしています。 

 

下瀬俊夫委員 結局、改正するということは、宇部の市民が押し寄せてきて、

小野田の市民が借りられないという認識はなくなったのかと聞いたんで

す。 

 

江澤教育長 そういう心配が全くなくなったということではありません。それ

よりもお互いの互恵関係、そして広域で利用するというほうが重要では

ないかという思いから、やはり広域利用という観点から宇部の市民にも

それは発行すべきだ、開放すべきだという考え方です。 

 

伊藤實委員長 それでは、質疑を終了します。ここで、休憩して、午後１時か

ら健康福祉部関係の審査に入ります。 

 

正午休憩 

 

 

午後１時再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。審査番号５健康福祉部関係を

行います。それでは、執行部の説明を求めます。 

 

吉岡国保年金課長 ２４、２５ページ、３款１項１目２８節の国民健康保険特

別会計繰出金９４５万６,０００円の増額は、国民健康保険特別会計にお

ける保険基盤安定費、国保負担軽減対策操出金の確定によるものです。
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続いて、歳入、１２、１３ページ、１４款１項１目１節の国民健康保険

基盤安定費の１３４万５,０００円の増額は国庫負担金の確定によるも

のです。１４、１５ページ、１５款１項２目１節の国民健康保険基盤安

定費７９６万１,０００円の増額、国民健康保険負担軽減対策費１４７万

７,０００円の減額は、県負担金の確定によるものです。 

 

兼本高齢障害課長 ２４、２５ページ、２８節繰出金１,１４１万３,０００円

の減額は介護保険特別会計への繰出金の減額です。介護給付費及び地域

支援事業費の決算見込みによる繰出金の調整及び法改正によるシステム

改修費の減額で、介護給付費繰出金を９万４,０００円増額、地域支援事

業繰出金を６万３,０００円減額、事務費繰出金を１,０８６万９,０００

円減額するものです。次に３款１項２目障害者福祉費について、１５億

６,４２８万２,０００円から３,７５３万７,０００円減額して、１５億

２,６７４万５,０００円にするものです。１３節委託料４７万６,０００

円は、障害給付費の報酬改定に対応するためのシステム開発委託料です。

２分の１の国庫補助事業です。次に２０節扶助費３,８０１万３,０００

円の減額は、決算を見込んでの補正で日常生活用具給付費は紙おむつや

ストマ用具の支給であり、当初予定より給付件数が増加したため１８０

万円増額、療養介護給付費は４５０万８,０００円増額、福祉医療助成費

は４,６００万円減額、療養介護医療費は１６７万９,０００円増額する

ものです。扶助費に伴う歳入は、福祉医療費助成費については県２分の

１、市２分の１、その他については国２分の１、県４分の１、市４分の

１の負担金または補助金の歳入がありますので、１２ページから１５ペ

ージに計上しています。次に３目高齢者福祉費について、２億３,８０１

万９,０００円に７４６万１,０００円増額して２億４,５４８万円にす

るものです。１１節需用費６,０００円の増額は、今年度寄附金をいただ

きましたので、窓口用の眼鏡等の消耗品を購入したいと考えています。

歳入は１７款１項３目民生費寄附金で計上しています。１９節負担金、

補助及び交付金２１２万５,０００円は、一部事務組合長生園の決算を見

込んだ負担金７７万５,０００円の減額とねんりんピック実行委員会負

担金１３５万円の減額は、当初県費補助金が市の予算を経由して歳入し、

それを財源として実行委員会へ補助金を交付する予定であったものが、

県費補助金が直接実行委員会へ補助される要綱となりましたので、歳出、

歳入ともに県費分を減額するものです。２０節扶助費９５８万円の増額

は、老人保護措置費で、これは消費税の引き上げに伴い、平成２６年４

月に遡り老人保護措置費を改定することにより増額するものです。また、

養護老人ホームの入所者が増えているため、こちらの決算も見込んでい
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ます。 

 

吉岡国保年金課長 ２６、２７ページ、４目後期高齢者医療費２８節後期高齢

者医療特別会計繰出金１,３５４万３,０００円の減額は、事務費繰出金、

保険基盤安定繰出金の減額によるものです。歳入の１４、１５ページ、

１５款１項２目１節後期高齢者医療保険基盤安定費９７３万６,０００

円の減額は、県負担金の確定によるものです。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 ３款１項９目臨時福祉給付金費は４,８５７

万８,０００円の減額です。臨時福祉給付金の給付は１２月末をもって

終了し、その後は、主に実績報告に係る業務となりましたので、決算を

見込んで、９月補正の段階から４,８５７万８,０００円減額するもので

す。３節、４節、７節は人件費関係です。当初、臨時職員２名で対応し

ていましたが、１２月末をもって１名減員となりましたので、その部分

を減額するものです。１１節、１２節は事務費関係です。これらも不用

分を減額するものです。１３節委託料は、データ入力委託料、申請書封

入封緘委託料を予定していましたが、すべて自前でやりましたので、全

額減額するものです。１９節は臨時福祉給付金そのものです。１２月末

をもって給付が終了し、給付額が確定しましたので、不用額を減額する

ものです。これらの歳出減に伴い、歳入も減額しています。歳入、１２、

１３ページ、１４款２項２目民生費国庫補助金１節社会福祉費国庫補助

金臨時福祉給付金給付事業費４,８５７万８,０００円の減額です。ただ

いま説明した歳出費目は、すべて国庫補助によるものであるため、歳入

予算も同額を減額するものです。 

 

河口こども福祉課主幹 ２８、２９ページ、３款２項２目児童措置費１３節委

託料、保育所運営費、私立分２,１９９万６,０００円の増額は、１２月

議会においても決算を見込んでの補正をしましたが、今回の補正の主な

ものは、人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定等により保育単価等が

改正されることによるものです。平成２６年４月に遡って単価改正が行

われます。２０節扶助費、乳幼児医療助成費１,０００万円の減額、児童

手当２,０７９万５,０００円の減額、児童扶養手当７４４万４,０００円

の減額、これらは決算を見込んでの補正です。財源内訳としては、１２、

１３ページ、保育所運営費に係るものとして、１２款２項１目民生費負

担金２節児童福祉費負担金５８７万２,０００円の増額、１４款１項１目

民生費国庫負担金 ２節児童福祉費国庫負担金７１７万８,０００円の増

額、児童扶養手当に係るものとして国庫負担金２４８万２,０００円の減
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額、児童手当に係るものとして国庫負担金１,５１２万９,０００円の減

額、１４ページ、１５ページ、保育所運営費に係るものとして１５款１

項２目民生費県負担金２節児童福祉費県負担金３５８万７,０００円の

増額、児童手当に係るものとして、県負担金２８３万４,０００円の減額、

また、１６、１７ページ、乳幼児医療助成費に係るものとして１５款２

項２目民生費県補助金２節児童福祉費県補助金６００万円の減額、１８、

１９ページ、２０款４項２目雑入３節民生費雑入ですが、６００万円の

減額になっていますが、乳幼児医療に関する高額医療費は２００万円の

増額となります。２８、２９ページ、４目保育所費１８節備品購入費８

万１,０００円の増額は、市民の方々からの保育行政に資する目的で寄附

採納を受け、公立保育所５園の図書購入費として計上しました。財源と

しては１６、１７ページ、１７款１項３目民生費寄附金１節社会福祉費

寄附金８万７,０００円のうち、こども福祉課分として８万１,０００円

を充当することとしています。２８、２９ページ、８目子育て世帯臨時

特例給付金費については、決算を見込んで人件費、事務費、交付金にお

いて７１６万２,０００円を減額補正するもので、対象人数は７,４００

人と見込んでいました。交付した方は７,２２０人、交付額は７,２２０

万円です。交付率は９７.５６%です。財源としては１２、１３ページ、

１４款２項２目民生費国庫補助金２節児童福祉費国庫補助金を７１６万

２,０００円減額しています。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 ３款４項１目災害救助費２０節扶助費見

舞金は住宅火災等に対する被災者への見舞金です。今年度は火災が多く、

１５万円増額するものです。 

 

山根健康増進課長 ３０、３１ページ、４款１項１目保健衛生総務費２８節繰

出金８,５０１万５,０００円のうち、病院事業会計繰出金８,４８９万

５,０００円の増額です。増額要因の主なものは、公立病院改革プランに

要する経費や建設改良費に伴う経費等です。次に、４款１項２目予防費

ですが、これは、一般財源から特定財源への財源内訳の変更です。内容

については、１８、１９ページ、２０款諸収入４項雑入２目雑入４節衛

生費雑入検診受益者負担金１２６万円は検診自己負担額のうち国保特会

からの歳入増です。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりましたので、質疑に入りたい

と思いますが、最初に３款１項１目から２目、３目までの質疑を受けた

いと思います。 
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下瀬俊夫委員 長生園をお聞きします。先般長生園議会があって、宇部市楠分

の入所者がゼロになった。交付金を払っているのにゼロというのはおか

しいじゃないかという話になったんですが、基本的には長生園に入れる

気はありませんみたいな発言があったんです。そうすると今広域でやっ

ている長生園そのものの存続にかかわる問題が出てくるんではないかと

思うんです。これについて執行部内でどのような話になっているのかお

聞かせ願いたいと思います。 

 

兼本高齢障害課長 長生園は一部事務組合で山陽小野田市と宇部市とで運営し

ているという状態です。入所割合が宇部市が人員割１で負担金をいただ

いているんですけども、現時点で入所者がゼロです。といいますのが、

宇部にも老人措置施設、単独で運営されている施設があり、今そこの定

員も割れているという状態の中で、楠地区の方を入れるための一部事務

組合ということで設置されているんですけども、楠の方も自分の市の宇

部の施設に入れられているということが現状であろうと思います。今後

については、２７年度に宇部市と山陽小野田市で協議をしながら、一部

事務組合を継続するかどうかということを検討していくことにしていま

す。 

 

伊藤實委員長 ほかによろしいですか。それでは、次に２６、２７ページの３

款１項４目と９目の範囲でお願いします。 

 

吉永美子委員 子育て世帯の臨時特例給付金については、給付率等述べていた

だいたんですが、臨時福祉給付金の実績はいかがでしょうか。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 支給対象人数が１万２,８７５人で、支給

となった人数が１万６５７人。支給率が８２.７７％です。 

 

吉永美子委員 これは消費税の関係で一時的な給付金ですので、目指すは当然

ながら１００％ですが、８０％台で終わってしまったという原因を教え

てください。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 結局申請をされなかった。遅かった方も

おられますし、そこまで関心がなかった方もおられるかなと思います。 

 

吉永美子委員 市として努力はどのようにされましたか。 
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伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 広報にもお知らせをしたり、チラシで配

ったり、サンサンきらら等でも啓発をしました。 

 

吉永美子委員 県内で山陽小野田市の状況はどうでしょうか。給付率いかがで

すか。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 今資料がありませんが、大体中庸どころ

にあろうと思います。 

 

伊藤實委員長 ほかに、２６、２７。よろしいですか。それでは引き続き、３

款２項２目、４目、８目の２８、２９ページの部分についてお願いしま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 扶助費の件です。乳幼児医療、児童手当それぞれ皆減額とな

っています。これは当初の見込みとの差が出たのですか。 

 

河口こども福祉課主幹 当初、昨年度実績に基づき若干ふやして予算計上しま

したが、実質で例えば乳児医療においてはインフルエンザの関係とかが

あり、これがちょっと去年より時期が遅かったのかなと。山口県の感染

症情報センターのインフルエンザの状況を見てみると１２月までは昨年

度のほうが多かったという現実がありますが、１月、２月になると去年

に比べてことしのほうが少し多くなっている。１月分の給付が３月と、

２カ月遅れになりますので、若干これから出てこようかと思っています。

児童手当等についても、昨年度実績をもとにしましたが、子供の数の関

係で出ていった、卒業されたというか手当をもらえなくなった方、入っ

てくる方の関係で若干の減額になっているのではないかと思っています。

児童扶養手当についても結婚されたりする方の割合が多くなったという

ことで減ってきたのではないかと判断しています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ３款４項１目と４款１項１目と２目の３０、

３１ページの範囲でお願いします。 

 

岩本信子委員 住宅火災の見舞金ですけれど、１件につきどのくらい見舞金が

支給されているんですか。 

 

伊藤健康福祉部次長兼社会福祉課長 火災については、全焼とか半焼で一世帯
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につき３万円、それから部分焼については５,０００円です。 

 

下瀬俊夫委員 病院の繰出金の主な内容はわかりますか。 

 

木本健康増進課課長補佐 今回の繰り出しですけども、決算を見込んだ基準内

繰り出しの補正になるわけですが、当初予算と比較して増減があります。

その結果としての増額補正ということですが、まず増額分の主なもので

すけども、まず１つが病院の移転に際し必要となった医療機器等の移設

設置の費用、それから院内保育所を開設するための改修費用、それから

企業債の対象外になります医療機器等の費用が増額の主な要因です。そ

れから減額については、企業債の支払利息、法定福利費の負担金等が減

額の主な理由です。 

 

下瀬俊夫委員 病院の移転に伴うさまざまな出費がかなり出てきたんですよね。

当初予想しなかったとか当初見込みよりも大幅に変わったとかいろんな

言い方をしているんですが、例えば院内保育所の問題です。五千五、六

百万ですよね。こんなにかかるものだろうかと思っていたら、全部やり

かえるという話ですよね。これは病院側の意向で、繰出金を出すほうは

ほとんど関知せずに、請求されれば出すということになるんですか。 

 

川地財政課長 繰出金については、健康増進課所管ですけど、一般会計の繰り

出しということもありますので、病院と財政課も一緒に協議に入ってい

ます。その中で今の院内保育所に関しては建設改良費の一部になってき

ます。建設改良費になりますと２分の１は繰出基準という形で出さざる

を得ません。ただ病院の請求どおりに出しているわけではなくて、これ

は繰出金の対象ですよとか起債の対象になるから次年度以降の元利償還

の繰り出しになりますよとか１つずつチェックしながら、積み上げた額

が今回の補正額となっています。 

 

下瀬俊夫委員 そうすると透析室改装で院内保育所をつくるということで、五

千数百万というのは仕方がないと判断したわけね。 

 

川地財政課長 透析室については、病院事業債を借りており、その元利償還金

については当然一般会計で繰り出しをしています。その関係の協議もあ

り、どのような形が一番いいのかいろいろ協議した結果、この金額はや

むを得ないという判断に至った次第です。 
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伊藤實委員長 よろしいですか。それではここで職員の入れかえをしますので、

５分休憩で３５分から再開します。 

 

午後１時３０分休憩 

 

 

午後１時３５分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。市民生活部関係の審査を行い

ます。まず、執行部の説明を求めます。 

 

佐久間市民生活部次長 それでは、３０、３１ページ、４款衛生費１項保健衛

生費１目保健衛生総務費１９節負担金、補助及び交付金を２００万円減

額補正するものです。これは、水道局にお願いしている簡易水道維持管

理負担金で、経費のうち職員給与や修繕費等の減額及び給水収益の見直

しに伴う収支不足分の補正です。当初予算では、維持管理経費１,１７２

万８,０００円に対し、給水収益が１７２万８,０００円で、収支不足分

は１,０００万円としていましたが、決算見込みでは維持管理経費９５５

万３,０００円に対し、給水収益が１５５万３,０００円で、収支不足分

は８００万円となり、その差額である２００万円を減額補正するもので

す。次に同費目の２４節投資及び出資金を２２６万３,０００円減額補正

するものです。これは、水道局に対する水道事業出資金で、計画的に更

新を行っている山陽地区の老朽石綿管布設替え工事の事業に対し、合併

特例債を活用し、一般会計から出資するものです。内訳としては、新沖

部配水管改良工事と第一新沖部配水管改良工事等の事業量及び入札減で

す。この財源については、２０、２１ページ、２１款市債１項市債２目

衛生債 1 節保健衛生債の上水道出資債をこれらに関連して２３０万円減

額補正しています。３０、３１ページ、４款衛生費１項保健衛生費１目

保健衛生総務費２８節繰出金のうち水道事業会計繰出金１２万円を増額

補正するものです。これは、水道局職員の児童手当で、該当児童の増減

によるものです。公営企業への繰出し基準に基づき、水道局が負担する

３歳未満の１５分の７を除いた額となっています。３２、３３ページ、

４款衛生費１項保健衛生費７目新火葬場整備費１３節委託料を６５６万

５,０００円減額するものです。これは、新火葬場建設に伴う基本計画作

成委託料ですが、８社による入札の結果に伴う入札減です。 

 

榎坂環境施設整備室長 ３２、３３ページ、４款衛生費２項清掃費２目塵芥処
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理費について補正後予算額２６億９,０７７万８,０００円で補正前予算

額と同額ですが、財源内訳を補正しています。特定財源の財源内訳とし

て、市債を１億７２０万円減額し、国庫支出金を８,９１７万１,０００

円、一般財源を１,８０２万９,０００円増額しています。これは、がん

ばる地域交付金を国庫支出金として財源に充てたものです。特定財源に

係る歳入は、がんばる地域交付金が１２、１３ページに、市債が２０、

２１ページに記載されています。次に繰越明許費について、６ページ、

４款衛生費２項清掃費の小野田浄化センター基幹改修事業８,３８５万

６,０００円を繰り越しすることとしています。繰り越すこととなった理

由についてですが、関係機関との協議に時間を費やしたために年度内に

完成することができなくなりました。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。４款１項７目、４款

２項２目、それと繰越明許費について質疑を受けます。 

 

下瀬俊夫委員 新火葬場の件で、先の本会議で質疑があったんですよね。それ

は火葬場について、具体的な委員会審査に関連して、いわゆる規制に当

たるような細則について委員会では県の細則に従ってやっているという

説明がありました。そのときには、実は平成２４年に市に移管されてい

るという説明はなかったんです。県が決めているから仕方がありません

と、こういう説明だったんです。で、そのときにはもう既に市町村に移

管されて市が独自の細則を持っていたという状況について、今、基本計

画についてパブコメにかけていますよね。パブコメの中には基本的に市

の細則ということになっているんです。県の細則なんかどこにも書いて

ないんです。そういう点から、あの本会議での答弁は、若干訂正の必要

があった、あの答弁は不十分だったと思うんですけど、いかがですか。 

 

川上市民生活部長 私が答弁しましたけど、下瀬委員が言われたとおりで、県

の事務が市に移管されたということで、２４年に県の基準そのものをそ

のまま市の細則で採用したということで、その説明を本会議でしていま

す。 

 

下瀬俊夫委員 だから、あのときの答弁は委員会審査と少し違うのではないか

と。委員会の中での答弁は、県の細則に縛られて、それ以上何もできま

せんという言い方だったんです。市には細則があると言われなかったん

です。もっと自由な発想で火葬場についての検討が要るんではないかと

いう質問に対して、県の細則なので市ではどうしようもできませんとい
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う、そういう議論だったんです。だから、これは少し違うんではないか。

さっきから言っているようにパブコメの内容も市の細則でとなっている

わけだから、県なんて何も出てこないわけですよ。だから、議論のそも

そもの出発点がおかしいのではないかという質問だったんです。 

 

川上市民生活部長 民福の委員会でのことでしょうか。それについては、今言

ったように県の事務事業が市に移管されたということで、その基準もそ

のまま採用しているということで、担当職員はその県の基準という頭で

話をしたと思います。それを市の基準として全く同じものをつくったわ

けですから、市が独自に細則を設けたということでないということで、

そういう答弁をしているんではないかと思います。 

 

下瀬俊夫委員 市の細則であれば、もっと柔軟な対応ができたはずです。我々

はどういうものをつくったらいいかという議論をしているわけですが、

あのときは、県の細則で県に縛られるからどうしようもできませんとい

う話だったんです。だから、これは基本的に間違っていると。市が独自

につくった細則なので、市がもっと柔軟な対応ができるはずじゃないか

と、そこまで議論がいっていたはずです。ところが県の細則だから市は

どうしようもありませんという話だったんですよ。この立場は基本的に

間違っているんじゃないかなと思っています。 

 

佐久間市民生活部次長兼環境課長 部長も説明しましたけれど、２４年に権限

委譲で降りてきたときに細則をつくらなければいけないわけですけど、

そのときの基準を県の基準を採用してつくったということは当然で、ほ

かの市もそういう状況であろうと思います。委員会のときに私がそうい

う説明で県に縛られているということを言ったということですので、そ

れは訂正もしますし、実際には県の基準に基づいて市の基準をつくった

ということで、そのような説明、ちょっとニュアンスが正しくなかった

ということかもしれません。 

 

伊藤實委員長 新火葬場については、２７年度の予算でもありますので、その

ときによろしくお願いします。 

 

岩本信子委員 先ほど財源の内訳が変わったということで、がんばる地域交付

金が使われています。さっきの説明では１億６,９２２万２,０００円ほ

ど交付決定をしている。そのうちの８,９００万円使われるんだろうと思

うんですけれど、このがんばる地域交付金は、そもそもどういうものに
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使えるんですか。目的というものがもっと別なところにあるんじゃない

のかなと思ったんですけど、いかがでしょうか。 

 

篠原財政課長補佐兼調整係長 このがんばる地域交付金については、国の２５

年度の補正予算で国の事業に対して発生した地方負担額をもとに、財政

状況、財政力指数とか、行革での数値とかを掛け合わせたものを交付金

としてがんばったよということで、１億６,９２２万２，０００円の交付

決定をいただいたということです。この分については、地方単独事業、

起債、適債事業、そういったものに充てていくということでの使用にな

っています。 

 

川地財政課長 充当する事業ですけど、国庫補助については国が指定してきま

す。例えば新ごみ処理施設事業とか、農林水産の埴生漁港事業とか、補

助事業自体は、国が指定してきますので、市から自由に選べません。そ

れ以外の市単独事業については適債性のある事業については何でもいい

ですよということで、今まで市民プールとか、サッカー場のフェンスと

か、そういった単独事業について充当しています。 

 

下瀬俊夫委員 いわゆる適債事業の問題です。これはよく例として出すんです

が、島根県の邑南町はかなりこれを活用して、いわゆる独自事業をやっ

ているんです。そういう点での政策的な対応が十分にされたのかどうな

のかという点が、実は一番気になるところです。結局、いろいろ市がや

った事業に対して、これをもらってこれを使うというだけでは不十分じ

ゃないかと。やっぱりもっと政策的にがんばるわけだから、がんばると

ころにはくれるわけだから、そういう点での対応がもっとできなかった

んだろうかと、その基本的な問題について答弁をお願いします。 

 

川地財政課長 がんばるというよりも２５年度の事業でがんばったところに交

付金を財政力指数に応じて交付されたということです。本市は新ごみ処

理施設の事業、２５年度、２６年度の事業が大きかったので、県内でも

かなり大きな額をもらっていると理解しています。下瀬委員が言われる

充当の問題、使い方の問題でしょうが、これに関しても財政課としては、

単独事業に充てられますので、政策的なものを出してくれと。で、企画

といろいろ協議しましたけども、結果としてフェンスとプールといった

形になったということです。 

 

伊藤實委員長 はい、よろしいですか。ほかになければこれ質疑を終わります。
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職員の入れかえで２時から再開します。 

 

午後１時５０分休憩 

 

 

午後２時再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。産業振興部関係の審査を行い

ます。まず、執行部の説明を求めます。 

 

姫井産業振興部次長 ３２、３３ページ、５款労働費１項労働諸費１目労働諸

費については、歳出が２９６万円の減額となります。内容は、３３ペー

ジの２１節貸付金の離職者緊急対策資金貸付預託金は２９６万円の減額

です。これは、現在のところ融資の利用がありませんので、預託金を減

額しています。これに伴う歳入は、１９ページの２節離職者緊急対策資

金貸付金元利収入も、歳出額の減額と同額の元利収入も２９６万円の減

額となります。 

 

阿武農林水産課長 ３２、３３ページ、６款農林水産業費１項農業費３目農業

振興費は５１４万４,０００円減額補正し、補正後の額を３,２７６万円

とするものです。１１節需用費は１０万円減額補正するものです。これ

は、農地中間管理事業に関する事務については農地中間管理機構が担う

こととなったため事業費が不用となり、減額するものです。３４、３５

ページ、１３節委託料は９０万円減額補正するものです。これは農地中

間管理機構が２６年度より本格稼動する中で、市が保全管理用務につい

て実施する予定のところ機構が直接担うこととなり、事業費が不用とな

ったため減額するものです。１９節負担金、補助及び交付金は４１４万

４,０００円減額補正するものです。これは需要対応型産地育成事業補助

金について入札減により減額するものです。この事業はＪＡ及び営農組

合等が農業機械を導入する際、機械代に対して補助するもので、ＪＡ、

七日町営農組合、石束・不動寺原営農組合の３件について、入札減によ

る減額となっています。４目農地総務費は１１９万６,０００円減額補正

し、補正後の額を１億３,８８５万８,０００円とするものです。１９節

負担金、補助及び交付金は１１９万６,０００円減額補正するものです。

これは多面的機能支払制度補助金について決算見込みによる不用額を減

額するものです。この事業は農地や農業用施設の荒廃、老朽化を防ぐた

め、地域で取り組む環境保全活動です。５目土地改良事業費は６,４９７
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万２,０００円減額補正し補正後の額を９,７２５万３,０００円とする

ものです。１１節需用費は３５万７,０００円減額補正するものです。こ

れはため池緊急防災対策事業に係る事務費の減額です。１３節委託料は

７２４万５,０００円減額補正するものです。測量設計委託料５００万円

はため池緊急防災対策事業の測量設計です。この事業は、ため池の余水

吐を切り下げ、貯水量を少なくし、災害防止を目的とした事業です。土

地改良区や水利組合などに管理をお願いしていますが、低水管理や貯水

管理がされ、現地の点検を行ったところ緊急的に防災対策を行う必要が

あるとは判断できませんでしたので、今後、漏水、堤体管理などを注視

しながら対応するとしたものです。管理を行っている水利関係者の方々

に感謝申し上げるとともに、今後も引き続き協議を重ねていきたいと考

えています。次に、調査設計委託料１０２万８,０００円は、土地改良施

設維持管理適正化事業の調査設計です。この事業は殿町取水堰調査設計

に係る入札減により減額するものです。次に、換地業務委託料１２１万

７,０００円は県営の経営体育成基盤整備事業の換地業務委託料です。こ

の事業は、後潟圃場整備の換地業務に係る委託料を精算より減額するも

のです。１５節工事請負費１,９７０万円の減額はため池緊急防災対策事

業の工事請負費です。この事業は先ほど測量設計委託料で説明のとおり

です。１９節負担金、補助及び交付金は３,７６７万円減額するものです。

これは県営事業の精算による負担金の減額です。詳細は海岸保全施設整

備事業黒崎開作地区４５０万円、松屋・埴生地区２５０万円、経営体育

成基盤整備事業後潟上地区７９２万円、水利施設整備事業における厚狭

中排水機場５５７万５,０００円、高千帆排水機場１,７１７万５,０００

円の合計３,７６７万円です。海岸保全施設整備事業については、計画の

変更により、堤防工事の延長減となったものです。経営体育成基盤整備

事業後潟上地区については、協議の結果、区画整理の工事位置に変更が

生じたため、実施面積の減少によるものです。水利施設整備事業厚狭中

排水機場、高千帆排水機場は、計画変更したものです。６款農林水産業

費３項水産業費３目漁港建設費については財源の更正によるものです。

次に歳入について説明します。１６、１７ページ、１５款県支出金２項

県補助金４目農林水産業費県補助金１節農業費県補助金は２,８１４万

４,０００円減額補正し、補正後の額を６,６４７万５,０００円とするも

のです。これは単県農山漁村整備事業及び需要対応型産地育成事業補助

金について歳入の減額となるものです。１５款県支出金３項委託金３目

農林水産業費委託金１節農業費県委託金は１２７万４,０００円減額補

正し、補正後の額を３８万４,０００円とするものです。これは換地業務

委託料について事業費の確定により歳入の減額となるものです。１８、
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１９ページ、２０款諸収入４項雑入２目雑入６節農林水産業費雑入は、

２０２万８,０００円減額補正するものです。農地中間管理事業１００万

円及び土地改良区施設維持管理適正化事業負担金１０２万８,０００円

で農地中間管理事業は農地中間管理機構が業務を担うため減額し、土地

改良区施設維持管理適正化事業負担金は調査設計委託料に係る額の確定

による減額です。２０、２１ページ、２１款市債１項市債４目農林水産

業債は３,９３０万円減額し補正後の額を５,５６０万円とするものです。

内訳については、１節農業債３,３９０万円、２節水産業債５４０万円で

す。 

 

姫井産業振興部次長 ３６ページ、７款商工費１項商工費１目商工総務費につ

いては、特定財源の県支出金３８０万３,０００円の減です。この減額で

すが、１７ページ、１節商工費県補助金、広域乗合バス支援事業費は、

いわゆる赤字バスの県補助金が３８０万３千円の減額となります。県か

らの補助金で、決算を見込んだ減額です。３６ページ、２目商工振興費

の補正額は、５,２１３万９,０００円の増額です。１９節負担金、補助

及び交付金は、土地開発公社利子補給金は、「小野田・楠企業団地」造成

時の借り入れの土地開発公社への利子補給で、借り入れ利率が低くなっ

たことに伴う２３６万１,０００円の減です。つまり、利息の減です。プ

レミアム付商品券の発行事業補助金の８,８００万円は、国の緊急経済対

策の交付金・補助事業を活用し、プレミアム付商品券を発行するもので

す。別紙資料をごらんください。１目的、このプレミアム付商品券の発

行事業の目的は、消費喚起が目的で、プレミアム付商品券で市内での買

い物時等に利用いただき、市内の消費拡大、地元消費、経済活性化を目

的としています。予算の内訳は、予算８,８００万円のうち、７,０００

万円を商品券のプレミアム分に充て、残り１,８００万円は事務費などで

す。２事業の対象地域は、市内としています。３具体的な商品券の発売

方法ですが、(1)名称は、山陽小野田市プレミアム付商品券で、(2)実施

主体・発行者は、協議会方式で構成は両商工会議所を予定しています。

(3)商品券全体の発行金額は、４億２,０００万円、うちプレミアム分は

７,０００万円で、よって、市内で 4 億２,０００万円の流通、消費を予

定しています。(4)商品券の１枚の額面は、１,０００円です。(5)発行内

容は、１セット１,０００円券掛ける１２枚を１万円での販売となります。

つまり、１万２,０００円分の商品券を１万円で発行し、２,０００円分

のプレミアムを付け、２,０００円お得になる商品券となります。(6)発

行セット・発行部数は、３万 5,０００セットで、先ほど説明しましたが、

市内全体で４億２,０００万円が市内で流通することになります。(7)商
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品券の販売開始時期は、今年７月に開始予定です。(8)商品券の利用期間

は、７月から１２月を予定しています。なお、本事業は、新年度の平成

２７年度に繰越し事業となります。裏のページは、プレミアム付商品券

の取り扱いのフロー図となります。なお、プレミアム付商品券の発行の

歳入、国からの補助金は、１３ページ、１節総務管理費国庫補助金の地

域住民生活等緊急支援のための交付金９,８００万円のうち８,８００万

円となります。３６ページ、２１節貸付金の金融機関預託金は３,２００

万円の減額です。これは、市の中小企業者向け制度融資の金融機関に対

する預託金で、利用実績、決算を見込んだ減額です。これに伴う歳入減

は、１９ページ、金融機関預託金元金収入は、歳出額の減額と同額の元

金収入も３,２００万円の減額です。３７ページの２２節補償、補填及び

賠償金の資金融資債務保証料補給金も、中小企業振興資金の保証料補給

の決算を見込んだ１５０万円の減額です。 

 

阿武農林水産課長 繰越明許費について説明します。６ページ、６款農林水産

業費３項水産業費、津波ハザードマップ作成事業９６万６,０００円を繰

り越すものです。これは、ハザードマップ作成に係る国の方針が示され

ず、マップに記載する内容の検討に不足の日数を要したことによるもの

です。 

 

姫井産業振興部次長 ７款商工費１項商工費のプレミアム付商品券発行補助事

業費８,８００万円は、新年度の平成２７年度に全額繰越し事業となりま

す。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりましたので、質疑に入りたい

と思いますが、最初に商工労働課の５款１項１目の部分についてありま

すか。３２、３３ページ。 

 

下瀬俊夫委員 実績がなかったから落とすんだろうけど、ゼロということにつ

いての基本的なスタンス、考え方をお示しください。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 当初予算が３７６万円で、８０万円は予

算を残し、２９６万円ほど減額するものです。現時点での実績ですけど、

今のところ利用がないということです。２５年、２６年、現在も実績が

ないところです。県全体でも利用実績はないという状況です。 

 

下瀬俊夫委員 よそがないからうちもないのは当たり前だみたいな話になると
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困るんですが、特に隣のまちの楠であれだけの事業所がほとんど解雇み

たいな格好になるという状況の中でこの何年間か実績ゼロでしょ。何が

問題なのかというそこら辺の問題意識がいるのではないかと。決して失

業者がいないというわけではないわけですよね。そういう中で皆困って

いないのだろうかと。そういう点でせっかく予算措置をしたのに実績ゼ

ロ、何年間もゼロという事態は担当課としていかがなものだろうかとい

う意識なり認識がいるんじゃないかと思うんですが、そこら辺を聞いた

んですが。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 利用実績がないということで、実は下瀬

議員も言われたようにルネサスの関係、ルネサスとの会議の中でも緊急

離職者の融資の説明をし、周知もしています。そしてろうきんだけにな

っていますが、ろうきんに行って状況を聞いているんですけど、利用が

ない、端的に言いますと離職者の資金の問い合わせが今のところろうき

んにもないということです。それと県にも窓口の拡大をお願いしている

ところです。実際に離職者の方が困られたときのために一応予算は確保

しつつ、ルネサス等の会議に行って周知の徹底は図っているところです

が、結果的には利用がないという状況です。 

 

下瀬俊夫委員 だったら何年間もゼロなのに２９６万円、総額でいえば３６０

万円ですよね。何でこれ予算化しているんですか。枠だけでもいいじゃ

ないですか。ずっと同じような金額を計上するという意味がよくわから

ない。この何年間かずっとないんでしょ。ないのに何で何人分という枠

をとっているんですか。ちょっとこれがわからない。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 この緊急離職者の融資については、急な

倒産とか急な合理化というようなこともあります。それで来年度は実際

にはいくらになるかというのは正直言ってわからない、見込みがわから

ないところですけど、いざというときのためにお貸しできる枠はもって

おきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 ２９６万円は結局何人分ですか。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 全部で７人分です。残り２人分の８０万

円は３月まで、もしも執行ということがあったらいけませんので、残し

ています。 
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下瀬俊夫委員 こういう予算の枠どりじゃなく、例えば１００万円なら１００

万円とか、先ほど２人分で８０万円と言われましたけど、ないんだった

らその程度の枠でいいんではないかと。あと補正を組めばいいじゃない

ですか。そういう予算の枠取りの仕方そのものにどうだろうかという疑

問があるんですよ。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 補正の時期にあわせて対応ができません

ので、やはり何人分かはとっておくべきだろうと思っています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ次６款１項３目、４目、５目そして３項３目

の農林水産課関係の質疑を受けたいと思います。 

 

岩本信子委員 土地改良事業ですが、ため池緊急防災対策事業がなくなったか

らこの測量費も工事費もなくなったと思うんですけど、ため池、緊急を

要するというか防災対策はしなくていいということですか。あるけどし

なかったとか、その辺はどうでしょうか。 

 

河田農林水産課技監 今年度のため池防災緊急事業については、昨年度からた

め池等については、各管理者等に水位の管理、緊急的な防災に対するた

め低水位の管理、それから貯水の管理等をお願いしています。その中で

今回余水吐の切り下げという事業ということで当初予算を組んでいまし

たが、夏場に現地確認、それから１０月に再度現地を確認して、状況を

確認しました。その中で低水位の管理、貯水量も少ないということで、

すぐにため池が決壊するような状況等については見受けられないという

ことで、今後、来年度、再来年度状況を見ながら状況が変われば対応し

ていきたいと考えています。ため池については、市内全部で３００以上

あります。その中でどのため池も昔からあるものですから、全体的には

国が示す基準に足りていないため池が多々あります。ですが、現状を確

認して貯水量等見た中では今後様子を見させていただきたいということ

で、県とも協議した中で今年度は事業をしないと判断しています。 

 

岩本信子委員 うちにある３００以上のため池は、現在のところ見る限りでは

安全だという考え方でよろしいんですか。 

 

河田農林水産課技監 安全だと言い切れるものは基準から考えればありません。

しかし、今言いましたように貯水量の低水位管理でできるだけ安全対策

をとっていくということで対応を行っているところです。実際にそれだ
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けのため池を全部改修、安全対策をするとなると莫大な費用もかかりま

すし、実施することは難しいと考えていますので、できる中で安全管理

をしていきたいということで地元、県とも協議している。そういうこと

で考えています。 

 

杉本保喜委員 調査の対象になったため池はいくつあるんですか。 

 

河田農林水産課技監 今年度予定していた事業は４つのため池です。地区は山

陽地区４カ所でした。 

 

松尾数則委員 同じ項目の調査設計委託料ですが、この殿町何とかというのは

秋山ダムからきている水の水路の件ですか。 

 

河田農林水産課技監 調査設計委託料の減額については、先ほどのため池の工

事に係る調査設計、それから適正化事業といって殿町の堰の改修を現在

行っています。その堰の改修に係る調査設計費用が減額になった、入札

減で減額になったということです。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ引き続き７款１項１目と２目の商工労働課の

関係の２つについてありますか。 

 

下瀬俊夫委員 土地開発公社の利子補給ですが、企業団地分だけですか。 

 

井本企業立地推進室長 そうです。小野田・楠企業団地分です。 

 

下瀬俊夫委員 そうすると利子補給だけど、元金部分はいくらぐらいあったん

ですか。 

 

井本企業立地推進室長 元金部分は１９億５４７万１,８６７円です。 

 

岩本信子委員 商工総務費のところで、赤字バス路線で県の決算によって県の

支出金が減ったということで、そうなると一般財源で出さなくてはいけ

ないんですか。なぜ県が赤字バス路線で３８０万円出さないのかを説明

いただけますか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 県の補助金ですが、重複路線の見直しがありま

した。特に本市の場合は小野田駅から公園通りまでバスが重複している
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路線があります。その分の事業者の調整による減額ということです。 

 

岩本信子委員 県が見直したから山陽小野田市の一般財源でみなくてはいけな

いということになるんですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 そのとおりです。不足分は一般財源で対応する

ようになります。 

 

下瀬俊夫委員 預託金、この実績を教えてください。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 金融機関の預託金ですが、中小企業振興

資金が主になります。実績については１３件で、貸付金が９,５７０万円

です。ちなみに昨年度は１３件というような状況です。同じような利用

状況になっています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ繰越明許費の農林水産課、商工労働課につい

てありますか。プレミアム付商品券関係ありますか。 

 

下瀬俊夫委員 指定金融機関に取り扱い事業者が商品券を持っていって換金を

しますよね。このときの手数料はどの程度入ってくるんですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 金融機関との換金の手数料については、まだ決

まっていません。これから調整しようと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 予算を組んでいるわけだから。 

 

山本商工労働課商工労働係長 国の方針としては、１％から２％という見込み

が出ています。実際の額については調整するということです。 

 

下瀬俊夫委員 プレミアム分が７,０００万円で、発行金額４億２,０００万円

という内訳はどうですか。 

 

山本商工労働課商工労働課係長 額面１,０００円のものを１２枚１セットで

販売します。３万５,０００セット販売しますので、実際代金をいただく

のは３億５,０００万円。プラス今回の７,０００万円のプレミアム分を

あわせて４億２,０００万円という内訳になっています。 
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下瀬俊夫委員 ２７年１２月末までですよね。地域通貨の問題がセットで出て

いますよね。これとどういう関係になるわけですか。 

 

小野産業振興部長 一般質問の中で質問がありますので、答えてもいいですけ

ど、同じ答えを一般質問の回答にしないといけないようになりますので、

せっかくですので一般質問の中でお答えしたいと。 

 

伊藤實委員長 一般質問は一般質問だけど、ここで言えばいい。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 プレミアム付商品券と地域通貨ですが、

実は地域通貨のほうが早く話が出ていたんですけど、プレミアム付商品

券のほうは国の緊急経済対策ということで浮上してきたものです。プレ

ミアム付商品券のほうは７,０００万円のプレミアム、付加がつくという

ことで額がかなり高額です。地域通貨については、金額的に少ないです。

今思っているのは、プレミアム付商品券は国の１０分の１０があるから

実施できるものであって、高額ですので、その後地域通貨が少額からス

タートしますけど、地域通貨で経済の活性化を一気にはできませんけど

少しずつ図っていきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員 新年度予算にかかわる話で、これ以上地域通貨云々は言いませ

んが、せっかくこんなチャンスをくれたんだから、３４万円で地域通貨

ってあんまりにも人をばかにしている話だと思っているんですよ。だか

らもっと政策的な対応とか考え方が、これをチャンスになぜできないか

なと思っているわけです。せっかく国がくれたチャンスじゃないですか、

商品券という。そこら辺が行政としてどうだろうかということを感じて

いるんですけど、これはこれ、あれはあれですね。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 プレミアム付商品券と地域通貨の関連で

すけど、プレミアム付商品券は急に後から出てきた話であって、地域通

貨は去年から新年度は進めていきたいということで、特に介護ボランテ

ィアとの結びつきで地域通貨という、まずはそれからスタートしていき

たいと考えていますので、たしかに額的には少額ですが、将来的には予

算のこともありますけど、地域通貨も充実、拡大できればなと思ってい

ます。単市でのプレミアム商品券ですが、この大きな金額を実施すると

いうことは難しいかなと思っています。何らか地域通貨で少しでもカバ

ーできればと思っています。 
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下瀬俊夫委員 既に担当委員会で先進地に行って、委員長報告もしているんで

すよ。ボランティアポイント制度は流通に乗らない、これだけでは流通

に乗らないというのが私の委員長報告だったんです。地域通貨にはなら

ないんだと。後から出ようが先に出ようが関係ないんですよ。せっかく

こういうチャンスがあるのに、何で地域通貨という考え方についてもっ

ときちんとしたものができなかったのだろうかというのが残念だなと思

っているだけです。 

 

伊藤實委員長 まず名称のプレミアム、言いにくくないですか。名称はこの名

称じゃないといけないの。山陽小野田市独自のものを使えないの。 

 

山本商工労働課商工労働係長 プレミアムという名称をつけなさいという指示

はありませんが、一般的にこのように呼ばれていますので、本市もこの

ようにしていますが、まだ仮称です。 

 

伊藤實委員長 要は魅力づくりとして差別化しないといけない。さっきのふる

さと納税もそうだけど、うちはとにかくセンスがない。プレミアムとい

うけど、高齢者の方はピンときますか。まだ２,０００円お得ですよぐら

いのがはっきりわかる。だから同じするのなら、そういうような発想を

持つということ。それとここに販売予定と書いてあるんだけど、この利

用期間についても年度内というか指定があるんですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 国の方針で販売日から最大６カ月となっていま

す。 

 

伊藤實委員長 ７月１日から１２月３１日までにした理由は何ですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 最大の６カ月を有効に使いたいということと、

夏から年末にかけて夏、秋の行楽シーズンがありますし、年末も経済活

動が活発になる時期ですので。 

 

伊藤實委員長 １２月はクリスマスシーズンとかいろいろあろうし、やはりそ

ういう部分についてもちゃんとしないといけないわけですし、この辺も

予定ということで、ずれたりするとまた狂うわけよね。やはり同じする

なら、市民の人たちが利用してもらえるような日程がすごく大事じゃな

いかと思うので、そういうところを注意というか、気を使ってもらいた

いのと、これはゴルフ場とかそういうところでも利用できるんですか。 
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山本商工労働課商工労働係長 商品券が使える事業所とか商店は、これから公

募して、決めたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 それはいつまでにするの。 

 

山本商工労働課商工労働係長 ３月、４月の春先を目安に行いたいと思ってい

ます。 

 

伊藤實委員長 スナックとかにも使えるんでしょ。 

 

山本商工労働課商工労働係長 サービス業についても可能と考えています。 

 

伊藤實委員長 そういうものでも、会議所に名簿があるでしょうし、飲食店組

合、焼き鳥屋でも何でもいいわけでしょ。それだと早くしないといけな

いわけですよ。今のを聞いているとすごく不安なんですよ。先ほど下瀬

委員からもあったように、これを契機に山陽小野田市もこういうことで、

どんどん地元で使ってもらう。７,０００万円、何を大きい小さいの判断

基準にしているのかしらないけど、要はそれだけ地元で使って、お金が

落ちれば、また税収は入るわけじゃない。単に７,０００万円を一般財源

で使わないといけないとかで判断してもらったら困るんですよ。要はそ

こから税収も入るわけだから、たかが７,０００万円。やはりそういう発

想を持たないとね。当初予算とも関連があるかもわからないけど、そこ

をしっかりと協議してもらいたいと思いました。 

 

岩本信子委員 先ほど取り扱い事業所を公募と言われたんですけど、応募され

たところは全部オッケーが出るんですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 基本的にはこれから設置する協議会で事業所の

決定をしたいと思っていますが、応募されたら大丈夫かなと思っていま

す。 

 

岩本信子委員 気になったのが、例えば車を買いたいなと思ったら２割引きで

すよね。現金で買う場合、２割引きは大きいから、これで車を買おうか

なという考え方もできると思うんです。だから公募が誰でも事業者がや

ればできるのかということを聞きたかったんです。 
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小野産業振興部長 １人１セット、１万２,０００円分しか買えませんので、１

万２,０００円で車を買われてもいいですけども、１万２,０００円で大

きな利得はないと思います。親戚中集めても結構ですけど、お一人さま

１セットです。 

 

杉本保喜委員 極めて素朴な疑問ですけど、１,０００円の券を出して９００円

の品物を買って、おつりをくださいというのは可能ですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 千円未満のおつりは出さないということになっ

ています。 

 

伊藤實委員 今のは明確じゃない。千円未満というより、基本的におつりは出

さないということでしょ。ここははっきりしておかないともめる。 

 

山本商工労働課商工労働係長 はい。そのとおりです。 

 

下瀬俊夫委員 答弁で疑問が出ましたので。これ商業振興でしょ、もともとが。

さっきの話で、基本的には応募によって指定するみたいな話があったん

ですが、基本的には協議会が権限を持って指定するみたいな話になった

らおかしいんじゃないですか。やはり商業振興でいえば、手を挙げた事

業所は基本的に皆指定するとか、積極的にこれにかかわってもらわない

といけないんじゃないですか。何かそういうニュアンスというか、数を

制限するんではないかと大変疑問なんですよ。それはないですか。 

 

小野産業振興部長 ありません。基本的には手を上げられた方については、全

て認めて行きたい。しかし、例外的に商品券を買うとか金券を買う、そ

ういったものには使えませんので、そういう消費を喚起しない切手、商

品券、ビール券、図書券、そういったものは駄目です。ですからあくま

でも商品に変わるものを使ってほしいというところで、それ以外の利用

であればオッケーです。 

 

中村博行副委員長 非常に疑問なんですが、３万５，０００セット、１人１セ

ットと言われたんですけど、１人１セットというと、言いかえると３万

５，０００人。ということになると人口、中学生以上まで考えていくと、

とても行きわたらないという考え方と、上限を設けないといけないと思

うんですけど、１人１セットというのは国のほうが決められているんで

すか。 
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小野産業振興部長 それはありません。基本的に市民に広くこの制度を利用し

ていただきたいということで１人１セット。お金を持っている方が１０

セットも２０セットも買われると、広く市民に行きわたらないというこ

とがありますので、１人１セット。ですから今考えているのが、赤ちゃ

んからお年寄りまで全て１人１セット。 

 

伊藤實委員長 今これ半分しかない。倍にしないとおかしいことになる。 

 

小野産業振興部長 財源の限りがありますので。プレミアムの割合ですが、例

えば１割にすれば６万人程度にも配れるんですけど、１割では魅力がな

いということもあり、２割にする中ではその半分、３万５，０００とい

う形になります。限られた財源ですので、大変申しわけないですけども、

そういった形にさせていただいております。 

 

伊藤實委員長 このプレミアムの２,０００円というのは、それぞれの市町で決

定できる、選択できるということですね。５００円のところも３,０００

円のところもいろいろということですね。今言われるように広くしよう

ということで、１,０００円なら全市民に行くんだけど、１,０００円で

は魅力がないから２,０００円にしましたと。だから人口の半分しか行か

ない。ということになると、広く市民には行かない、半分しか行きませ

んという説明しないとおかしい。どちらが目的ですか。魅力の２,０００

円を取るのか、広く市民で行くと１，０００円にしないといけないわけ

よね。 

 

小野産業振興部長 このバランスをとって２割にしたわけです。ですからプレ

ミアムという魅力と、さらには市民に多くという両方を考えた中で、こ

の２,０００円のプレミアムということを考えたわけです。 

 

岩本信子委員 今話を聞くと、山陽小野田市ではこの形でやるんだけど、例え

ば宇部市では１枚が２,０００円で何割ということもあるわけでしょ。下

関はそうだと。まちによって対応が違ってくるという部分は出てくると

いうことですよね。負けないですか、よそに。 

 

山本商工労働課商工労働係長 国からの指針というか説明で、プレミアム分に

ついては１,０００円から２,０００円がふさわしいとなっています。１

月の末ぐらいに各市に電話で確認したんですけども、大体２,０００円の
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プレミアムを付けるというのが県の半分ぐらいの市がそのような様子で

した。残る市が未定か若しくは１,０００円という状況でした。 

 

杉本保喜委員 プレミアム商品券発行事業の協議会を立ち上げるのは、いつで

すか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 補正決定後速やかに、４月までには発足させた

いと考えています。 

 

杉本保喜委員 参集範囲といいますか、集める範囲はどのあたりを考えていま

すか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 これについては小野田と山陽の両会議所にお願

いしたいと考えています。 

 

岩本信子委員 お一人に一つという言い方をされたんですけど、どうやってチ

ェックできるんですか。あっちで買って、こっちで買って、住民票でチ

ェックしない限り、何枚でも買える気がするんですけど、その点はどう

ですか。 

 

山本商工労働課商工労働係長 購入を希望される方に往復はがきで応募してい

ただこうと今考えています。 

 

伊藤實委員長 応募について、詳細が決まってないんじゃないの。どうも聞い

ていると不安だけど、はがき応募で、３万５,０００もはがきが来てどう

やって整理するの。それでまた送るわけ。その必要経費はどこに入って

いるの。 

 

山本商工労働課商工労働係長 往復はがきで応募いただこうと思っています。

決まった方には返信用のはがきを持ってきていただこうと。応募が販売

部数を上回った場合は抽選になろうとは思うんですけど、返信用のはが

きを持って商品券と交換するような流れを今考えています。 

 

伊藤實委員長 ネットの応募は。 

 

山本商工労働課商工労働係長 ネットの応募は考えていません。 
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伊藤實委員長 いろんなコンサートのチケットもネットでパッと。一番管理が

みやすいんですよ。応募するほうもみやすいし、全部わかるのにね。こ

れは困ったな。 

 

杉本保喜委員 今全国的にそれが動いているということですので、全国の例を

もう少し勉強されて、自分たちの労働を軽くしながら、効果のあるやり

方を再検討していただけないかなと思います。往復はがきというのはめ

んどくさい、２,０００円ぐらいのことだからといって、案外少ないかも

しれないと思うんですよね。それともう一つは、どこまでの店が使える

のかというのはこの時点で明らかになるのかどうかということですよね。

便利さを見たときに２,０００円のプレミアムが本当に自分に対してプ

ラスになるのかならないのかということをユーザーは考えると思うんで

す。だからその辺はもう少し検討していただきたいと思います。 

 

伊藤實委員長 はがきがどうのこうのではなくて、２,０００円得ですよでしょ。

そしたら最寄りの八百屋さんとか、そういうところで使えるということ

で、ようやく２,０００円得だから肉を５００円のものを買おうかという

話になるわけだから。そういう感覚を持たないと、使い勝手のいいよう

にね。もう一点確認だけど、銀行が換金するとかいう話は、要は商店が

銀行に持っていって換金をするという、それが１％から２％でしょ。と

いうことは業者のほうの負担が１％から２％ということ。それプラス銀

行の手数料が入るわけ。 

 

山本商工労働課商工労働係長 １％、２％の換金手数料は協議会から金融機関

にお渡しをする手数料です。事業者の負担はありません。 

 

小野産業振興部長 １％については、銀行から、例えば１億円の１％１００万

円、協議会に請求があるんです。ですからあくまでも１，０００円券を

持ってこられたら１，０００円を事業者にお返しします。 

 

伊藤實委員長 満額やね。 

 

小野産業振興部長 満額です。 

 

伊藤實委員長 それだったら、商工会議所に入ってない小売店もあるんだけど、

やはり市内の業者全部使えるようにすべきですよ。公募と言っています

が、早く周知して、やはりしないといけないし、商工会議所に全部入っ
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ているわけじゃないですから、周知しようと思えば、そこの調査だけで

もけっこう時間かかると思うよ。 

 

下瀬俊夫委員 事業者が金融機関に持っていって、換金が即座にできるかどう

かということです。それから、金融機関は基本的には市内にあるものは

全部対応できるように。そういう問題は幾つかあると思うんですよ。そ

ういう点はいいですか。 

 

姫井産業振興部次長兼商工労働課長 換金については振り込みを考えています

ので、即換金は難しいと思っています。少し時間をいただこうと思って

います。金融機関のほうもある程度まとめて各商店に振り込みとなりま

すので、即金では今考えていません。その辺は金融機関とも十分調整し

ます。それと金融機関については、市内全部の金融機関を考えています。

それと発行部数の件については世帯数がたしか市内で２万８,０００ぐ

らいあると思います。我々としては、１世帯１セットぐらい流通、発行

できればと思っています。それと応募はがきのことですけど、当初先着

順ということも考えたんですけど、先着順になると大変なことになると

思いますので、やはり応募はがき制で、例えば何日間、１週間か、その

間に応募くださいと。そして引きかえも何日間か設けて、その間に引き

かえてくださいというような方式をとらないと、一斉に来られると混乱

すると思いますので、我々としては応募はがき制がいいのではないかと

思っています。それと事業者についてもできるだけどこでも使えるよう

に、それと商工会議所の会員でないこともあります。よって市内の皆さ

んに市広報とかで公募をかけて登録店の加入を受け付けたいと思ってい

ます。つまり会議所の会員であろうがなかろうが、市内の事業者、でき

るだけ広く加入いただきたいと思っています。 

 

伊藤實委員長 もう１点確認したいのは、先ほどゴルフ場の例を言ったんです

が、これは市外の人でもいいわけでしょ。市外の人には販売できないの。

ゴルフに来られるという地域振興でいくと、ゴルファーが市外から来て、

会議所なりで買って、１万円が１万２,０００円ですから、２，０００円

の割引になるわけですよ。すぐ売れますよ。だから地域振興、そういう

ことも考えるとはがき云々がいいのか、やはりそういうものも、もっと

慎重にしないといけないと思うけど、実際市外の人が商工会議所なりで

買いたいという要望があった場合もはがきでするということですか。 

 

小野産業振興部長 基本的にこの山陽小野田市プレミアム付商品券については
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市民だけです。このプレミアム付商品券については、日本国中でやって

いますので、各々所属の市町村があると思いますから、それを使われる

と思います。ですから、よそに行って、例えば山陽小野田市の市民の方

が宇部に買い物に行って、それを使うということは想定されていない。

あくまでも市内の方が市内で消費するということを前提として、このプ

レミアム付商品券を発行するということです。 

 

伊藤實委員長 書いてないよ。対象者が市民になっていない。 

 

杉本保喜委員 目的を見ると、地元商品の拡大、地元経済の活性化及び市内の

云々と書いてある。で、対象地域は山陽小野田市内域とすると書いてあ

るわけですね。これだけ読むと言われるように、よその人に買ってもら

って、市内に金が落ちるということになるわけですよね。市内の人が買

って市内で使うというのも１つのサイクルかもしれないけれど、目的の

ことだけ考えた場合には、よその人に買ってもらっても、それは金にな

りますよということになる。その辺はどうですか。 

 

小野産業振興部長 基本的にはこのプレミアム付商品券については、各々の地

域の方がその地域で消費するという制度ですので、そういう理解でお願

いしたい。ですから市民の方にその市内での消費をうながすということ

です。 

 

下瀬俊夫委員 この実施要綱、案であっても、そういうのはきちんとうたわな

いと、これが基本になるわけでしょう。その基本になる部分を部内でき

ちんとした、詰めた議論になっていないんじゃないかなと思うんですけ

ど。そうでしょう。基本的なものが何にも書いてないじゃないですか。 

 

小野産業振興部長 基本的に今申したとおりのことを詰めています。例えば、

募集について応募で行う。具体的に小さなところまで書いていませんけ

ど。市民というのは、大きいことです。対象者をここに挙げていなかっ

たというのは、大変申しわけなかったと思っています。 

 

伊藤實委員長 これは後で自由討議しましょう。これは重要な問題なので。ほ

かはよろしいですか。では、審査の７番を終了し、１０分休憩。８番に

ついては３時２５分から再開します。 
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午後３時１５分休憩 

 

 

午後３時２５分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。建設部関係の審査を行います。

まず、執行部の説明を求めます。 

 

森土木課長 ３６、３７ページ、８款土木費１項土木管理費１目土木総務費の

１１節需用費は、津波ハザードマップの印刷製本費ですが、ハザードマ

ップの作成に係る国の指針が示されないため、津波ハザードマップ作成

業務委託を翌年度に繰り越し、本年度の印刷製本を中止して１００万円

を減額します。１３節委託料と１５節工事請負費の減額は、鳥越二地区

のがけ崩れ災害緊急対策事業の用地測量業務と対策工事の精算によるも

ので、６１万９,０００円と２７０万９,０００円を減額します。この減

額に伴い、特定財源の県支出金１６６万５,０００円と市債１００万円、

地元分担金６６万６,０００円を減額します。２３節償還金、利子及び割

引料は、平成２２年度山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金補助金の一

部返還金ですが、昨年４月１７日に行われた会計実地検査で、平成２２

年度に失業者対策事業で実施した「市内一円橋りょう点検業務委託」に

おいて、受託者が雇用した新規雇用者７名のうちの１名が当該業務に従

事する前から受託者の会社でアルバイトをしており、失業者に該当しな

いとの指摘を受けました。この会計検査院の決定に従い、交付された県

補助金８０２万９,３５０円の一部７２万７,０００円を山口県へ返還す

るものです。特定財源の諸収入２５３万３,０００円の増額は、港湾管理

協定に基づく県からの交付金の一部で、４項港湾費１目港湾管理費から

充当更正するものです。３８、３９ページ、２項道路橋りょう費１目道

路橋りょう総務費の１９節負担金、補助及び交付金は、県道整備に係る

県事業負担金で、県道埴生停車場線、西万倉山陽線、宇部船木線、奥万

倉山陽線の精算見込みにより６３０万円を減額します。この減額に伴い、

特定財源の市債５９０万円を減額します。４目道路新設改良費は、社会

資本整備総合交付金事業の国からの交付内示額が予算額より少なかった

ため、４,１７６万５,０００円を減額し、補正後の額を１億５,８５８万

２,０００円とします。この減額に伴い特定財源の国庫支出金２,２９７

万９,０００円と市債１,６９０万円を減額します。１３節委託料のうち

測量調査委託料は、市道片山梅田線の詳細設計と市道中村線、須賀大須

恵線に係る用地測量で精算見込みにより５４１万７,０００円を減額し
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ます。調査設計委託料は市道旦東線円人道跨線橋の補修設計で精算見込

みにより１９０万円を減額します。工事委託料は前場川の整備に伴う市

道栗坪下市線道路改良事業の山口県への委託料で精算見込みにより３０

万３,０００円を減額します。１５節工事請負費１,４５２万３,０００円

の減額は、市道くし山線と新生町１号線を休止し、市道片山線、千代町

高砂線、中村線の道路改良工事と市道日の出町船越線、小野田山手１号

線、長沢大須恵線、須賀大須恵線の通学路安全対策工事で事業調整を行

うものです。１７節公有財産購入費１,４７９万７,０００円の減額は、

市道片山梅田線と新生町１号線を中止したことと市道千代町高砂線で山

を切り下げて道路に必要な買収面積を少なくしたためです。２２節補償、

補填及び賠償金４８２万５,０００円の減額は、市道千代町高砂線の立木

補償と市道須賀大須恵線のブロック塀の移転補償について所有者と協議

した結果、所有者への移転補償費の支払いをやめて、工事施工時に伐採

工事と移設工事を行うことに変更したためです。３項河川費１目河川管

理費の１９節負担金、補助及び交付金は、焼野海岸と郡津布田海岸の整

備に係る県事業負担金で、事業の精算見込みにより１４０万円を減額し

ます。この減額に伴い特定財源の市債１４０万円を減額します。 

４０、４１ページ、４項港湾費１目港湾管理費の１９節負担金、補助

及び交付金のうち、県事業負担金は小野田港整備に係る県事業費の精算

見込みにより１,１６４万円を減額します。この減額に伴い、特定財源の

市債 920 万円を減額します。また、小野田港本港地区埠頭用地造成事業

負担金を精算により２５３万３,０００円減額します。この減額に伴い、

特定財源の諸収入、港湾管理協定に基づく県交付金を２５３万３,０００

円減額し、１項土木管理費１目土木総務費へ充当更正します。歳入１０、

１１ページ、１２款分担金及び交付金１項分担金１目土木費分担金１節

土木費分担金は、がけ崩れ災害緊急対策事業の地元分担金で、精算によ

り６６万６,０００円を減額します。１４、１５ページ、１４款国庫支出

金２項国庫補助金３目土木費国庫補助金の１節道路橋りょう費国庫補助

金は、社会資本整備総合交付金で、国からの内示額に基づいて２,２９７

万９,０００円を減額します。１６、１７ページ、１５款県支出金２項県

補助金６目土木費県補助金１節土木管理費県補助金は、がけ崩れ災害緊

急対策事業の県支出金で、精算により１６６万５,０００円を減額します。

２０、２１ページ、２１款市債１項市債３目土木債１節土木管理債は自

然災害防止事業債で、がけ崩れ災害緊急対策事業の減額に伴い、１００

万円を減額します。２節道路橋りょう債は道路整備事業債で、県事業負

担金の減額に伴い、５９０万円を減額し、また道路新設改良事業費の減

額に伴い、１,６９０万円を減額して、合計で２,２８０万円を減額しま
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す。３節河川債は、海岸環境整備事業債で、県事業負担金の減額に伴い、

１４０万円を減額します。４節港湾債は、港湾施設整備事業債で、県事

業負担金の減額に伴い、９２０万円を減額します。 

 

高橋都市計画課長 １４款国庫支出金２項国庫補助金４目土木費国庫補助金４

節都市計画費国庫補助金、社会資本整備総合交付金を１３５万４,０００

円減額補正するものです。これは、歳出の委託料、緑の基本計画策定業

務委託の入札差金に伴う減額です。なお、補助率は３分の１です。 

歳出について、４０ページ、４１ページをごらんください。８款土木

費５項都市計画費１目都市計画総務費１３節委託料、計画策定委託料の

減１０８万円は、都市計画道路変更図書作成業務委託料の全額を減額す

るものです。これは、山口県の決定案件である新開作二軒屋線の変更に

伴い、市の決定案件となる新開作中通線の変更図書を作成する業務です

が、県の作成した図書を変更図書に活用できたため、全額を減額するも

のです。１９節負担金、補助及び交付金、土地開発公社利子補給金の減

１５０万円は、借入利率が確定したことにより減額するものです。２８

節繰出金、下水道事業特別会計繰出金３９２万８,０００円を減額してい

ます。続いて、２目緑地公園費１３節委託料、計画策定委託料の減３８

１万３,０００円は、緑の基本計画策定業務委託の入札差金により減額す

るものです。 

 

清力建築住宅課長 ４０、４１ページ、８款土木費６項住宅費１目住宅管理費

を３５８万３,０００円減額します。内訳は、１９節負担金、補助金及び

交付金の高齢者向け優良賃貸住宅整備事業補助金を入居者の減少による

１９８万３,０００円と耐震診断・改修事業補助金を事業終了に伴う１６０

万円です。歳入１４、１５ページ、１４款国庫支出金２項国庫補助金４

目土木費国庫補助金１７９万２,０００円を減額するものです。内訳は、

５節住宅費国庫補助金の高齢者向け優良賃貸住宅整備事業費を入居者の

減少による９９万２,０００円と社会資本整備総合交付金民間住宅の耐

震診断・耐震改修と多数利用建築物の期限まで応募がなかったことによ

る８０万円です。１６、１７ページ、１５款県支出金２項県補助金６目

土木費県補助金３節住宅費県補助金を８９万６,０００円減額するもの

です。内訳は、高齢者向け優良賃貸住宅整備事業費を入居者の減少によ

る４９万６,０００円と耐震診断・耐震改修事業費を期限まで応募がなか

ったことによる４０万円です。 

 

森土木課長 繰越明許費、６ページ、８款土木費１項土木総務費の津波ハザー
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ドマップ作成事業は、ハザードマップの作成に係る国の指針が示されず、

マップに記載する内容等の検討に不足の日数を要したため、作成業務委

託の２７６万１,０００円を繰り越します。２項道路橋りょう費の防災・

安全交付金事業は、市道片山線、千代町高砂線、栗坪下市線の道路改良

事業と市道旦東線円人道跨線橋の橋りょう補修事業、市道須賀大須恵線

の通学路安全対策事業に係る調査設計委託料、県工事委託料、用地購入

費及び工事請負費で、用地取得や関係機関との調整に不足の日数を要し

たため７,７８６万６,０００円を繰り越します。社会資本整備総合交付

金事業は、市道中村線の神社用地の取得に不足の日数を要したため、用

地購入費と工事請負費の１,０６６万４,０００円を繰り越します。市単

独道路整備事業は、市道千代町高砂線の用地取得に係る協議に不足の日

数を要したため、用地購入費と工事請負費の１,４１０万円を繰り越しま

す。３項河川費の東下津地区内水対策事業は、東下津排水機場を所管す

る山口県河川課との協議に不足の日数を要したため、基本計画作成業務

委託の４８６万２,０００円を繰り越します。 

 

清力建築住宅課長 繰越明許費６ページ、８款土木費６項住宅費の市営住宅給

水ポンプ改修事業について機器の発注から納品まで、１から２カ月程度

を要することから、１,７００万円全額を繰り越します。 

 

伊藤實委員長 それでは、執行部の説明が終わりました。質疑はありますか。

最初に３６ページから３９ページまでの８款１項１目から２項の１目、

２項の４目そして３項の１目までについて質疑を受けたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員 ８款２目１目でいろいろ言われましたが、ばあっと言って理解

できると思いますか。資料くらい出したらどうですか。 

 

伊藤實委員長 執行部どうですか。今口頭では言われたんだけど、なかなか聞

き取って控えるのも大変なので、できればこういう資料、説明資料があ

ればスムーズに行くと思うんですが。 

 

下瀬俊夫委員 例えば市道で言えば、どの分とどの分とどの分がどうなったと

いう程度でいいから出せないかということです。 

 

森土木課長 路線名をかなり多く言いましたから、この工事費はどの路線があ

たるかの程度で。 
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伊藤實委員長 そういうことです。 

 

森土木課長 わかりました。準備します。 

 

伊藤實委員長 お願いします。 

 

岩本信子委員 気になったのが、最初に言われた国からの補助金が少なかった

というか、調査委託料とか測量調査委託料が削られているということは

何か理由があるんですか。国から交付金が少なかったというだけの理由

しかないんですか。 

 

森土木課長 今回、要望額に対して軒並み国は抑えてきています。あと県の中

で多分ですが、昨年度は２月に経済対策で前倒しという形で予算を組ま

れた関係で、当該年度の予算がうちでも７０％程度に抑えられたのが現

状でした。 

 

岩本信子委員 要望された額が結局抑えられて７０％くらいしかないというこ

とになれば、あと３０％、まだ残っているんですけれど、来年度、交付

金が入ってくるとか、そういうことはあるんですか。きちんと保障され

ているとかそういうことはないんですか。 

 

森土木課長 来年度は来年度で必要な額の要望はしていきますが、国の予算で

いくら付いてくるかは不透明な状況です。 

 

伊藤實委員長 それでは３６から３９まではいいですか。続いて、８款４項１

目から５項１目、５項２目、６項１目まで。 

 

下瀬俊夫委員 開発公社ですが、これは開発公社全体の利子補給ですね。 

 

髙橋都市計画課長 都市計画課で利子補給しているのは、厚狭駅南部地区の土

地区画整理事業で購入をした公有地です。 

 

下瀬俊夫委員 元金いくらですか。 

 

髙橋都市計画課長 利子補給の元金ですが、７億９,２９０万円です。 

 

吉永美子委員 高齢者向け有料賃貸住宅の関係ですが、入居者減少ということ
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ですけど、何軒分の減少で、出て行かれた理由等がわかれば教えてくだ

さい。 

 

清力建築住宅課長 １軒のほうは３０戸全てずっと満室ですけれど、もう一つ

のほうは今年度終わるのではないかという理由だと思うんですが、２５

戸のうち１７戸しか現在入っていません。 

 

吉永美子委員 前の委員会でも指摘しましたが、今年度で終わるのは中島ハイ

ツのことだと思うんですけれど、もう一つのほうは来年度の予算も出て

いましたので、まだ補助が続くわけですが、この中島ハイツ分について

は補助がなくなるということで出て行かれたのではないかということで

すが、その点についてフォローしていただきたいと申し上げたつもりで

すけれど、その辺はどういう動きをされたのでしょうか。福祉とも連携

をするということでしたが。 

 

清力建築住宅課長 福祉とも連携していますけれども、なかなかいい対策がで

きていないという状況ですが、家賃を減額されてはどうですかというお

願いはどちらもしています。中島ハイツについては、１０年経ったから

減額するというお話は聞いています。 

 

伊藤實委員長 ほかに。なければ次、繰越明許費についてありますか。よろし

いですか。それでは、建設部関係については質疑を終えます。来週から

本予算の審査が始まりますので、その際には本日の意見も参考にしてい

ただいて、その辺の資料についてはわかりやすく説明できるように対応

してほしいと思います。今の資料については、もう本日はいいので、今

度の当初予算の際にはそのようなケースがあれば用意しておいてくださ

い。それでは審査を終わります。引き続き自由討議に入ります。山陽小

野田市プレミアム付商品券について行います。休憩中に正副委員長で協

議しましたが、ここである程度意見をまとめたものを所管の産建でしっ

かりとやっていただければと思います。きょうの説明と提出された資料

で、市民が対象なのかが明確でない、目的と実施要綱の整合性がないと

ころもあるので、それを産建で加味して議論してもらいたいと思います。 

 

岩本信子委員 往復はがきで応募ということでしたが、わざわざ郵便局に行っ

て買って出さなければいけないという手間を掛けるというのはおかしい

と思います。自治会でまとめてもらうという方法も考えてもらいたいと

思います。 
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伊藤實委員長 募集方法についてもそうですし、一人１枚セットということも

どうも曖昧で、議論していないと思います。 

 

松尾数則委員 この件は、地産地消ということで山陽小野田市の者が山陽小野

田市で使う。宇部市の者が山陽小野田市で使うという発想ではないと思

います。そのように何か仕切りをつくらないとこの券の運用は難しいと

思いますが、この件については産建で早急に協議していきたいと思いま

す。 

 

杉本保喜委員 どの商店で買うかということは極めて大切なことだと思います。

近傍の商店を活用できる、地域の活性化に生かされるということを目的

とするのであれば、よその人は買ってはいけないということにつながっ

てくると思います。この案の中にそのようなことを明確にしておかない

といけない。 

 

伊藤實委員長 そこが曖昧。大型店、量販店に流れるということもあると思い

ますが、そこには市内の人も働いているということも考えると制限は難

しいと思います。 

 

杉本保喜委員 商品券の発行事業協議会の参集範囲は極めて重要です。両会議

所だけですむのかなと思います。 

 

伊藤實委員長 会議所としても困ると思います。会員の中でだめだとは絶対言

えない。そこをきちんとしておかないと大変なことになる。スナックや

焼き鳥屋でも商売をしているんだから悪いわけはない。すごく大事なと

ころ。公募すると言っているけど。 

 

下瀬俊夫委員 視察に行った先進地では、金融機関での換金が３日間でできる

と言われました。今の話を聞くと１週間。これは長すぎると思います。

換金はできるだけ早くするということが前提としてなければいけない。

それから、先進地の話では、一つのまちで１億円ぐらいないと流通しな

いということでしたが、せっかくのチャンスだから、もっと商工振興と

いう発想がいる。ボランティアポイント制度はため込んで流通しない。

これは単年度で終了するけど、単年度で終わっては何にもならない。そ

ういう点を委員会で政策提言を含めて審査してほしい。 
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伊藤實委員長 これは継続すべきですよ。長くしないと意味がない。 

 

吉永美子委員 考え方はいっしょで、一般質問の聞き取りのときに申し上げた

のは、委員会で視察した可児市でＫマネーがあって、担当課長がやる気

があって１億円までふやしていきたいと言われていました。これが単発

では意味がないので、次の地域通貨につながっていくような形をつくっ

てほしいと言いました。会議所に行ったときにうちが受けるようになっ

たんだけど、よそもうまくいっていませんよねと言われていました。商

工会議所としては非常に悩むところなので、議会がある程度市に対して

こうすべきだということをきちんと提言して、市が両商工会議所に投げ

て、おたくで考えてくださいねというようにならないようにしていかな

ければいけないと思います。その点で産建でがんばっていただきたいと

思います。 

 

松尾数則委員 地域通貨が地域の活性化に結びつくということ、非常に大切な

ことだと思っています。ただ、今回は急に出てきた話ですよね。おっし

ゃるとおり産建としては地域通貨は地域の活性化にとって大事だと思っ

ていますので、皆さんの意見は産建の中で協議していきたいと思います。 

 

岩本信子委員 これをすることによって、起爆剤、一つの窓口として次につな

げていく。地域通貨の予算を組んでもらって、リフォームなどにも使え

るようなものにつなげていくということを議会としてきっちり言わない

といけないと思います。 

 

下瀬俊夫委員 可児市で言われたことは非常に参考になると思います。例えば、

自治会の事務費手数料を地域通貨ですればどうかとか、具体的に提起さ

れたんです。住宅リフォームの助成制度に使う。そうすると、１,０００

万円、２,０００万円なんてすぐですよ。そういう知恵が必要だと思いま

す。 

 

伊藤實委員長 地域通貨で、市のゴルフ協会が１万円券を発行しているんです

が、それで会員がものすごく増えた。そして、今度ゴールド会員、年会

費を１万円にして３万円もらえる。そうするとまだふえた。そうすると

またゴルフ場の利用者がふえる。お互いが相乗効果になる。市の答弁は

一般財源がいるからということですが、どんどん回って、膨れていくの

が経済なんです。きょうの話を聞くと原課は全然わかっていない。プレ

ミアム付商品券は単発ではもったいない。継続するようにするにはちゃ
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んとしたものをつくって、市民も来年も期待するようなものにしないと

いけないわけです。きょうの執行部の説明では、一人１枚に限定するの

かとか、応募の方法とか、期限とか、ちょっと曖昧な部分が多すぎるの

で、しっかりと産建の委員会で審査してください。 

 

松尾数則委員 十分認識していますので、産建でがんばります。 

 

中村博行副委員長 皆さんの意見が出ましたが、まず、この資料の目的と実施

要綱の整合性、具体的には対象の店、対象者、取得の方法、一人何枚と

いう上限を設けるのかとか、さまざまありましたが、そういったことを

含めて、産建で十分審査していただきたいと思います。 

 

松尾数則委員 この件については、わからないことがたくさんあります。7 月

からとありますが、それまでにやらなければならないことはたくさんあ

りますので、しっかり説明等を求めて、きちんとしたものにしたいと思

います。デマンドバスのように３カ月おくれるということがないように

したいと思っています。 

 

伊藤實委員長 それでは、以上で、自由討議を終わります。次に討論、採決を

行いますので、１０分間休憩します。 

 

午後４時１２分休憩 

 

 

午後４時２０分再開 

 

伊藤實委員長 それでは、委員会を再開します。討論を行います。討論はあり

ませんか。（「なし」と呼ぶ者あり）。それでは、採決を行います。議案第

１号平成２６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第７回）について、

原案に賛成の方の挙手を求めます。 

 

（全員挙手） 

 

伊藤實委員長 全員賛成ですので、議案第１号は原案どおり可決すべきものと

決定しました。以上をもって、委員会を終了します。 
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午後４時２２分散会 

 

平成２７年２月２７日 

 

一般会計予算決算常任委員会委員長 伊 藤  實 


